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事業事前評価表 
 

国際協力機構 産業開発・公共政策部 

資源・エネルギー第二課 

 

１．案件名                                       

国 名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：（和名）省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト 

（英名）Project for the Establishment of Energy Management Training Center 

 

２．事業の背景と必要性                                 

（1）当該国における省エネルギーセクターの現状と課題 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）は、近年、年率6～7％程度の急激な

経済成長を遂げている一方、経済成長を上回る年率10％以上の水準でエネルギー消費量が伸

びており、2015年にはエネルギー純輸出国から輸入国へと転換を迫られると懸念されている。

また、近年は乾季の水不足等の影響で電力需給も逼迫しており、今後も順調な経済成長を続

けるためには、エネルギーを効率的に運用する社会経済構造を形成する必要がある。 

このようななか、JICAは2008年から2009年まで「省エネルギー促進マスタープラン調査」

を実施し、省エネルギー普及促進のためのロードマップを策定した。この調査結果を受けて、

ベトナム政府は、指定事業者1のエネルギー消費効率を管理・促進していくためのエネルギー

管理制度2及びエネルギー診断制度3を含めた省エネ関連諸制度を確立するため、「省エネ及び

エネルギーの効率的利用に関する法律（省エネ法）4」を2011年1月に施行している。これによ

り、ベトナムで省エネルギー行政を所管する商工省（Ministry of Industry and Trade：MOIT）

では、エネルギー管理士5及びエネルギー診断士6の人材育成のための研修センター設立に向け

た組織や用地の検討、研修及びその資格制度を規定する省令の制定などを進めている。また、

デンマーク政府援助機関（Danish International Development Agency：DANIDA）の支援を受け

ながら、人材育成カリキュラム及びテキスト（理論研修のみ）の作成等も行っている。しか

しながら、エネルギー管理士及びエネルギー診断士が実務を身に着けるための効果的な体制

構築が課題となっていることから、実技研修を伴う人材育成・資格制度の導入のために、ベ

                                                        
1 指定事業者：毎年のエネルギー消費量が原油換算1,000t以上の製造所、もしくは500t以上の事業所。2011年度は1,192社が対象

となっている。 
2 エネルギー管理制度：指定事業者が自社のエネルギー管理士を選任し、毎年及び5年毎のエネルギー管理計画と報告を政府に

提出する義務制度。 
3 エネルギー診断制度：指定事業者が外部のエネルギー診断士に外注し、3年毎のエネルギー診断を受診する義務制度。 
4 省エネ法（No. 50/2010/QH12）：重点施策には、エネルギー管理制度及びエネルギー診断制度、並びに省エネルギーラベリン

グ制度がある。傘下の関連法令には、実施細則や罰則規定を設けた政令（閣議決定）、省庁間の役割分担を明記した首相令（首

相決定）、指定事業者の報告方法やエネルギー管理士・診断士の資格要件等を規定した省令（省庁決定）がある。これらは2010

年7月から2012年6月にかけて制定・施行されており、2011年9月時点で10個の関連法令で構成されている。 
5 エネルギー管理士：指定企業において選任され、エネルギーを消費する設備の維持、エネルギーの使用方法の改善及び監視を

行い、毎年及び5年毎のエネルギー管理計画書と報告書の作成に係る業務を行う。 
6 エネルギー診断士：指定事業者におけるエネルギー使用量の計測と分析を行い、エネルギー削減ポテンシャルを確認し、対策

を提案する。 

 



 

ii 

トナム国政府は日本政府に対し、2010年7月に「省エネルギー研修センター設立支援プロジェ

クト」を要請した。 

本事業の前提条件として、省エネルギー研修センターの活用に係る法的位置づけと研修セ

ンターのサイト選定が重要であったため、JICAではこれらを促進するために、同一プロジェ

クトを2つのステージに分け、研修センターのサイト選定までの準備段階として2011年9月か

ら2012年9月まで「省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ１）7」を実施

した。ステージ１の協力を通じて、実技研修を含む研修センターの資格基準が省令に反映さ

れ、2012年7月に対象サイトがホーチミン市商工局（Department of Industry and Trade, Ho Chi 

Minh City：DOIT-HCMC）傘下のプラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センター

（Plastic-Rubber Technology and Energy Conservation Training Center：PRET）に決定した。これ

らの前提条件が整ったことから、エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成のための研修

カリキュラム、研修テキスト、実習機材の整備及び、研修講師を育成するために「省エネル

ギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ２）」を実施することとした。本事前評価

表は、ステージ２の技術協力プロジェクトについて規定する。 

 

（2）当該国における省エネルギーセクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ベトナム政府は2006 年4月14日に国家省エネルギープログラム（Vietnam Energy Efficiency 

Program：VNEEP）（2006～2015年）を制定し、省エネルギーの促進に努めてきた。省エネル

ギー目標値として、BAU（Business as Usual）のベースラインと比較し、2006年から2010年で

毎年3～5％の削減、2011年から2015年では5～8％の削減とすることが決定されている。さら

に、2011年1月に省エネ法を施行し、エネルギー管理制度及びエネルギー診断制度を通じた指

定事業者のエネルギー消費効率の管理・促進をめざしている。エネルギー管理士及びエネル

ギー診断士の研修体制整備のため、MOITではホーチミン市で先行して省エネルギー研修セン

ターを設立することを決定している。本事業によるホーチミン市省エネルギー研修センター

の設立及び体制整備は、省エネ法の実施体制整備に位置づけられるものである。 

 

（3）省エネルギーセクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

わが国のベトナム国別援助計画における4つの援助重点分野の内、「経済成長促進・国際競

争力強化」において、開発課題として「資源・エネルギー安定供給」が挙げられており、省

エネルギー分野における技術支援、人材育成を行う本事業はこれに位置づけられる。 

また、省エネルギーの推進によるCO2排出削減を通じて、都市環境管理、自然環境保全につ

                                                        
7 省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ１）では、MOIT政策決定者の省エネルギー実技研修（C/P研修）

の受講を通じて、実技研修の重要性が確認され、省エネ法下の「エネルギー管理士・エネルギー診断士の研修及び資格の発行

に係る省令（No. 39/2011/TT-BCT）」に実技研修を反映させることに寄与。引き続き、資格試験制度の詳細を定める関連法令

（大臣通達）が制定される見通しであるため、ステージ２では右制定を支援する予定。またステージ１では、本事業の前提条

件であるサイト選定にも寄与。これらの成果に加え、指定企業から提出されるエネルギー消費データを管理・分析するために

必要なC/Pのエネルギーデータ管理能力と統計分析能力強化のため、短期専門家派遣及びC/P研修を通じて、技術移転を実施。

ベトナム側は、今後のエネルギーデータ管理・分析については自主的に対応するため、ステージ２では取り扱わない事項とし

て整理。さらに、日本の省エネルギー政策・技術を紹介するためのセミナーを実施し、関連ステークホルダーの能力強化にも

努めた。また、気候変動対策プログラムローンの政策対話における連携も実現。 

http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/A424F409F614669D492578A30079EA0A?OpenDocument&pv=VW02

040104 
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ながることから、援助重点分野「環境保全」にも合致する。 

同援助方針に係る援助実績は以下のとおり。 

1）開発計画調査型技術協力：「省エネルギー促進マスタープラン調査」（2008～2009年） 

2）有償資金協力：「気候変動対策プログラムローン」（2009～2015年） 

3）有償資金協力：「省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業」（2009～2014年） 

4）技術協力プロジェクト：「ベトナム開発銀行機能強化プロジェクト」（2008～2012年） 

5）技術協力プロジェクト：「省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ１）」

（2011～2012年） 

 

（4）他の援助機関の対応 

DANIDAは2006年から2011年まで VNEEP（Phase 1）を支援し、エネルギー管理士・診断士

に関し、理論研修（座学）のカリキュラム及びテキストの整備を実施している。また、国連

開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）と国連工業開発機関（United Nations 

Industrial Development Organization：UNIDO）は、エネルギー効率等の改善を目的としたエネ

ルギーマネジメントシステムISO500018の導入に係る支援を実施している。 

産業セクターごとの省エネ戦略やロードマップの策定支援は各ドナーが実施しており、フ

ランス開発庁（L'Agence Française de Développement：AFD）が鉄鋼分野、アジア開発銀行（Asian 

Development Bank：ADB）が鉄鋼・セメント分野、世界銀行（World Bank：WB）が化学・製

紙・食品加工・繊維産業を支援している。また、WBとDANIDAは省エネ政策の実施に係るモ

ニタリング・評価に対する支援を行っているほか、WBと国際金融公社（International Finance 

Corporation：IFC）はESCO9事業者に対する支援を実施している。 

 

３．事業概要                                       

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ベトナムにおいて、エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成のための研修

カリキュラム、研修テキスト、実習機材を整備し、研修講師を育成することにより、エネル

ギー管理士及びエネルギー診断士の育成に必要な能力を有する研修センターが設立され運用

できるようになることを図り、指定事業者の省エネルギー活動の推進に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト/対象地域名 

・ハノイ（国家資格制度構築支援） 

・ホーチミン（研修センター設立支援） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・商工省（MOIT）エネルギー総局科学技術省エネルギー局担当スタッフ 

・ホーチミン市商工局（DOIT-HCMC）エネルギー管理局担当スタッフ 

・プラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センター（PRET）担当スタッフ・講師 

                                                        
8 ISO50001：エネルギー管理制度に係る民間資格。ベトナムでは省エネ法には位置づけられていない。 
9 ESCO (Energy Service Company)：民間の企業活動として、省エネルギーサービスを包括的に提供する事業者。 
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・試行エネルギー管理・診断研修受講者、試行エネルギー診断対象企業 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

・2013年4月～2015年9月（30カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

・3億円 

 

（6）相手国側実施機関 

・MOIT 

・DOIT-HCMC 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

・長期専門家（省エネルギー制度/業務調整） 

・短期専門家（省エネルギー（熱・電気）、省エネルギー実習機材、省エネルギー研修カリ

キュラム・テキスト（熱・電気）、エネルギー診断（熱・電気）、エネルギー管理・診断

制度（試験・資格・法令支援）） 

・本邦研修（エネルギー管理士研修、エネルギー診断士研修） 

・供与機材（実習用機材） 

・在外事業強化費 

 

2）ベトナム側 

・カウンターパートの配置 

・プロジェクトの実施に必要な施設・機材の提供 

・その他必要な予算、土地、建物 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠： 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年公布）に掲げる影響を及

ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくな

い影響は最小限であると判断されるため。 

 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

・特になし。 

 

3）気候変動対策との関連 

ベトナムでは、2011年12月に「国家気候変動戦略（NCCS）」が、また2012年9月には「国
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家グリーン成長戦略（GGS）」が首相承認され、国家として気候変動対策（適応策・緩和策）

を推進している。本事業は、2011年1月に施行された省エネ法の実施体制整備としての人材

育成を行うものであり、これらの気候変動対策政策の内、緩和策に資するものである。 

 

（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

JICAの援助活動は以下のとおりである。 

・開発計画調査型技術協力： 

「省エネルギー促進マスタープラン調査（2008～2009年）」を実施し、そのなかで省エネ

ルギー普及促進のためのロードマップを策定した。 

・有償資金協力： 

「気候変動対策プログラムローン（Support Program to Respond to Climate Change：SPRCC）

（2009～2015年）」（2010年第一期円借款貸付契約調印）により実施支援を行う政策アク

ションの1つとして、エネルギー管理制度の構築を位置づけている。 

・有償資金協力： 

「省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業（Energy Efficiency and Renewable Energy 

Promoting Project：EEREPP）（2009～2014年）」（2009年円借款貸付契約調印）を実施して

おり、省エネツー・ステップ・ローン（TSL）により企業レベルでのエネルギー利用効率

化を促進している。 

本事業は、SPRCCの政策対話へのフィードバックや、試行エネルギー診断やワークショ

ップを通じたEEREPPのサブプロジェクト発掘等、省エネルギーに係る円借款案件との連携

による相乗効果が期待される。 

    

また、主な経済産業省（Ministry of Economy Trade and Industry：METI）の委託事業とし

て以下の実績がある。 

・省エネルギーセンター「エネルギー診断支援事業」（2010～2013年） 

・日本エネルギー経済研究所「省エネルギーラベリング試験所支援事業」（2007～2011年） 

・三菱商事 

「（二国間オフセットクレジットメカニズム）高効率エアコンの普及のFS調査」（2011～

2012年） 

・三菱UFJモルガンスタンレー証券 

「（二国間オフセットクレジットメカニズム）高効率電化機器普及促進発掘調査」（2011

～2012年） 

・日立金属 

「（二国間オフセットクレジットメカニズム）高効率変圧器導入にかかるFS調査」（2011

年） 

 

2）他ドナー等の援助活動 

DANIDAはエネルギー管理士・診断士の理論研修（座学）のカリキュラム、及びテキスト

の整備を実施しているため、同研修内容との整合性に留意したうえで、本事業では実技研
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修の整備を支援する。 

    

またUNDP及びUNIDOは、ISO50001の普及を目的とした技術協力を展開しており、ベト

ナムの上位政策に位置づける活動も実施してきた。ベトナム側はISO50001 と連動する省エ

ネ活動の支援を重要視していることから、PRETにおける研修との相乗効果が見込まれる協

業が必要と思われる。 

 

４．協力の枠組み                                     

（1）協力概要 

1）上位目標： 

省エネ法下の指定事業者における省エネルギー活動が推進される。 

＜指標＞ 

・指定事業者のエネルギー原単位10が○○％改善される。 

 

2）プロジェクト目標： 

エネルギー管理士、及びエネルギー診断士の育成に必要な能力を有する研修センターが

設立され運用できるようになる。 

＜指標＞ 

・エネルギー管理士とエネルギー診断士の研修、資格制度が確立される。 

・カリキュラムとテキストが大臣通達（Guiding Document of the Minister）による指定を

受ける。 

 

3）成果及び活動 

成果１：エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成のための、研修カリキュラム、テ

キスト、実習機材が整備される。 

＜指標＞ 

・実習カリキュラム及びプログラムが策定される。 

・実習テキスト及び教材が作成される。 

・実習機材が納入され、使用可能となる。 

＜活動＞ 

1-1 ベースライン調査を実施する。 

1-2 研修センターに常勤の熱・電気分野講師、運営スタッフが配置される。 

1-3 カリキュラム、テキスト、試験制度に関するワーキンググループを設置する。 

1-4 DANIDA版、MOIT版カリキュラム・テキストのレビューを行う11。 

1-5 実習カリキュラム・プログラムを整備する。 

1-6 実習機材を整備する。 

                                                        
10 エネルギー原単位：単位生産量当たりに使用するエネルギー量であり、エネルギー使用効率を示す。数値が低いほど、エネ

ルギー効率が良い。 
11 カリキュラム・テキストにはDANIDA版、MOIT版が個別に存在し、MOIT主導により統合作業を予定している。本事業で支

援する実習テキスト・カリキュラムとの整合性を取るため、双方のレビューを行う。 
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1-7 スペアパーツリストを含む機材運転・維持管理マニュアルを整備する。 

1-8 実習テキストを整備する。 

1-9 試験・資格制度を整備する。 

1-10 必要な法令への反映を行う。 

 

成果２：C/Pが、エネルギー管理士育成のための実技研修を実施できるようになる。 

＜指標＞ 

・研修講師が配置される。 

・C/Pが実習機材を利用した研修を実施できるようになる。 

・C/Pが実習機材を維持管理できるようになる。 

＜活動＞ 

2-1 ホーチミンの研修センターに、エネルギー管理士研修の講師が配置される。 

2-2 実習機材の運転・維持管理の指導を行う。 

2-3 実習機材による研修実施の指導を行う。 

2-4 エネルギー管理士の試行研修を実施する。 

 

成果３：C/Pが、エネルギー診断士育成のための実技研修を実施できるようになる。 

＜指標＞ 

・研修講師が配置される。 

・C/Pが法令に則したエネルギー診断レポートの作成について、指導できるようになる。 

・C/Pが研修を実施できるようになる。 

＜活動＞ 

3-1 ホーチミンの研修センターにエネルギー診断士研修の講師が配置される。 

3-2 実習機材の運転・維持管理の指導を行う。 

3-3 実習機材による研修実施の指導を行う。 

3-4 エネルギー診断士の試行研修を実施する。 

3-5 工場・ビルにおける試行エネルギー診断を実施する。 

 

成果４：C/Pの企業に対する省エネルギー活動の普及啓発能力が、強化される。 

＜指標＞ 

・C/Pが企業に対する省エネ技術、及びベトナムにおける事例について、情報発信を行う。 

・MOIT、DOIT、関係諸大学とエネルギー管理を行う企業・工場と省エネルギー推進のた

めのネットワークが構築される。 

＜活動＞ 

4-1 企業に対する省エネルギー技術・制度に関するワークショップを実施する。 

4-2 MOIT、DOIT、大学など省エネルギー関係機関間の省エネルギー推進のためのネッ

トワークを構築する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・現時点で特定していない基準値と目標値（指標）は、プロジェクト開始後のベースライ
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ン調査に基づいて設定し、プロジェクト開始から半年後を目処に開催する合同調整委員

会（Joint Coordination Committee：JCC）で承認する予定。 

・DOIT-HCMC、PRETの活動において政策上はMOITの指導下にあるが、予算措置について

は地方政府である市人民委員会の承認が必要であることから、支出を伴う意思決定には

一定の時間を要する体制となっている。プロジェクト実施においては、この点に留意す

るとともに、ベトナム側の円滑な活動実施に必要な事項についてはプロジェクトからの

側面支援を行う。 

・プロジェクトの直接の協力事項ではないが、上位目標の達成には指定企業から提出され

る計画・報告を、ベトナム政府が適切に管理・指導するためのデータベース、及び体制

の整備、また政府としての省エネ目標値の設定が重要であることから、本事業ではその

動向にも留意して実施する。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）                      

（1）事業実施のための前提 

・ベトナム側負担事項にについて、必要な予算措置が取られる。 

（2）成果達成のための外部条件 

・ベトナム省エネルギー関係機関の協力が得られる。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・プロジェクトにより育成された講師が異動しない。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・ベトナム政府において、エネルギーデータ管理体制が整備・運用される。 

・省エネ法下の指定企業が、法令に規定された資格者の配置・報告の義務を適切に履行する。 

・ベトナムの省エネルギー政策が大幅に変更されない。 

 

６．評価結果                                       

本事業は、ベトナムの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                         

類似プロジェクトとして、タイ「エネルギー管理者訓練センタープロジェクト」（2002～2005年）、

イラン「省エネルギー推進プロジェクト」（2003～2007年）、ポーランド「省エネルギー技術セン

タープロジェクト」（2004～2008年）がある。タイとポーランドの経験から、研修センターが有効

活用されるためには、実技研修が相手国の上位政策に組み込まれることの重要性が教訓となって

いる。また、イランにおけるプロジェクトでは、供与機材設置の遅れ・機材の不具合による技術

移転の遅れ等の問題が生じ、また円滑な技術移転のために供与機材と研修コンポーネントの連動

性の確保が重要であることが指摘された。 

本事業においては、ベトナム法令への反映により、当該国での制度化を行う。機材調達に係る

問題については、ベトナム側ニーズの把握と研修機材の選定・調達方法に留意し、効率的な技術

移転の妨げとならないよう十分な準備を行う。 
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８．今後の評価計画                                    

（1）今後の評価に用いる主な指標 

４．（１）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

・事業開始6カ月以内 ベースライン調査 

・事業終了6カ月前 終了時評価 

・事業終了3年後 事後評価 

以上 

 



 

－1－ 

第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）は、近年、年率6～7％程度の急激な経済

成長を遂げている一方、経済成長を上回る年率10％以上の水準でエネルギー消費量が伸びており、

2015年にはエネルギー純輸出国から輸入国へと転換を迫られると懸念されている。また、近年は

乾季の水不足等の影響で電力需給も逼迫しており、今後も順調な経済成長を続けるためには、エ

ネルギーを効率的に運用する社会経済構造を形成する必要がある。 

そのようななか、JICAは2008年から2009年まで「省エネルギー促進マスタープラン調査」を実

施し、省エネルギー普及促進のためのロードマップを策定した。この調査結果を受けて、ベトナ

ム政府は、指定事業者のエネルギー消費効率を管理・促進していくためのエネルギー管理制度及

びエネルギー診断制度を含めた省エネ関連諸制度を確立するため、「省エネルギー及びエネルギー

の効率的利用に関する法律（省エネルギー法）」を2011年1月に施行している。これにより、ベト

ナムで省エネルギー行政を所管する商工省（Ministry of Industry and Trade：MOIT）では、エネル

ギー管理士及びエネルギー診断士を育成するための研修センター設立に向けた組織や用地の検討、

研修及びその資格制度を規定する省令の制定などを進めている。また、デンマーク政府援助機関

であるデンマーク開発庁（Danish International Development Agency：DANIDA）の支援を受けなが

ら、人材育成カリキュラム及びテキスト（理論研修のみ）の作成等も行っている。しかしながら、

エネルギー管理士、及びエネルギー診断士が実務を身に着けるための効果的な体制構築が課題と

なっていることから、実技研修を伴う人材育成・資格制度の導入のためにベトナム政府は日本政

府に対し、2010年7月に「省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト」を要請した。 

本事業で支援予定であるエネルギー管理・診断制度の構築は、有償資金協力「気候変動対策プ

ログラムローン」のポリシーアクションとして位置づけられ、ベトナム政府及び関連ドナーの関

心は高い。また、同制度の導入に伴い、省エネ機器や設備に対する優遇税制、補助金制度、低利

融資などが求められており、有償「省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業」のツー・ステ

ップ・ローンやリボルビングファンドの案件発掘やエネルギー診断において、本プロジェクトと

の連携が期待されている。 

本事業の前提条件として、省エネルギー研修センターの活用に係る法的位置づけ及び研修セン

ターのサイト選定が重要であったため、JICAではこれらを促進するために、同一プロジェクトを2

つのステージに分け、研修センターのサイト選定までの準備段階として2011年9月から2012年9月

まで「省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ１）」を実施した。ステージ１

の協力を通じて、実技研修を含む研修センターの資格基準が省令に反映され、2012年7月に対象サ

イトがホーチミン市商工局（Department of Industry and Trade, Ho Chi Minh City：DOIT-HCMC）傘

下のプラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センター（Plastic-Rubber Technology and Energy 

Conservation Training Center：PRET）に決定した。これらの前提条件が整ったことから、エネルギ

ー管理士及びエネルギー診断士育成のための研修カリキュラム、研修テキスト、実習機材の整備

及び、研修講師を育成するために「省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ

２）」を実施することとし、2012年9月に詳細計画策定調査を実施した。 
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１－２ 調査の目的 

本調査は、ステージ２に係る要請、内容を確認し、事前評価を行うとともに、実施計画策定に

必要な情報・資料を分析し、関係機関と実技研修カリキュラム及び機材の策定・検討を行い、合

意文書の協議・署名を行うことを目的として実施した。 

 

１－３ 調査団構成 

担当分野 氏  名 所 属 

総 括 千原 大海 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部資源・エネルギーグループ 

資源・エネルギー第二課 

計画管理 坂元 芳匡 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部資源・エネルギーグループ 

資源・エネルギー第二課 

省エネルギー研修 山口 俊太 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発部資源・エネルギーグループ 

資源・エネルギー第二課 

省エネルギー技術 福島 演雄 有限会社エネテック千葉 

評価分析 長山 浩章 個人コンサルタント 
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１－４ 調査日程 

2012年8月26日（日）～ 9月14日（金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－５ 主要面談者 

（1）Ministry of Industry and Trade（MOIT） 

・Mr. Phuong Hoang Kim Director, Science Technology & Energy Efficiency Department, 

General Directorate of Energy 

・Mr. Cu Huy Quang Science Technology & Energy Efficiency Department, General 

Directorate of Energy 

・Mr. Nguyen Kinh Luan Energy Expert（In-House Consultant）, Science Technology & 

Energy Efficiency Department, General Directorate of Energy 

 

（2）Department of Industry and Trade, Ho Chi Minh CIty（DOIT-HCMC） 

・Ms. Quach To Dung Permanet Vice Director 

・Mr. Tran Anh Hao Head of Energy Management Division 

・Ms. Luong Xuan Nhung Deputy Head of Energy Management Division 

 

（3）Plastic Rubber Technology and Energy Conservation Training Center（PRET） 

・Mr. Trong Van Long Director 

Move to Vietnam
NARITA 17:55 - HANOI 21:40 (JL751)

  Meeting with JICA Expert (Mr. Yamaguchi) (9:00-10:00)
  Meeting with JICA Vietnam Office (10:30-11:30)
Meeting with MOIT (14:00-16:00)
  Meeting with MOIT WG (9:00-11:00)
  Meeting with DOIT Hanoi and ECC Hanoi (13:30-14:30)
  Site visit to Hoa Lac High Tech Park (15:30-17::00)

Move to Ho Chi Minh City
HANOI 09:00-HCMC 11:00 (VN1177)
  Meeting with ECC HCMC (14:00-16:00)
  Meeting with DOIT HCMC, PRET (9:00-11:00)
  Site Visit: PRET (Hiep Phuoc Industrial Park) (14:00-17:00)
  Meeting with HCMUT (8:30-10:00)
  Meeting with ENERTEAM (10:30-11:30)
  Meeting with Electric Power College (14:00-15:00)
Move to Hanoi
HCMC 08:30-HANOI 10:30 (VN1176)

Move to Japan Documentation
HANOI 23:30-NARITA 06:55+1
 (JL751)
Arrival in Japan (06:55) Documentation Move to Vietnam
HANOI 23:30-NARITA 06:55+1 NARITA 17:55 - HANOI 21:40
 (JL751) (JL751)

  Meeting with HUST (9:00-11:00)
  Meeting with EPU (14:00-15:00)
  Meeting with DANIDA (16:00-17:00)
  Meeting with UNIDO (9:00-10:00)
  Meeting with ADB (10:30-11:30)
  Meeting with VDB (14:00-15:30)

Move to Vietnam   Meeting with MOIT  (Explanation of PDM & Evaluation) (9:00-11:00)
NARITA 17:50 - HCMC 22:05 (JL759) Move to Ho Chi Minh City

HANOI 16:00-HCMC 18:00 (VN773)
  Meeting with ECC HCMC (9:00-11:00)
  Discussion with DOIT HCMC, PRET (13:30-14:30)
  Site Visit: PRET (Hiep Phuoc Industrial Park) (15:30-17:00)

Sat Move to Hanoi
HCMC 10:30-HANOI 12:30 (VN1178)
Documentation

  Meeting witht DOIT Hanoi and ECC Hanoi (8:30-9:30)
  Site Visit to Hoa Lac High Tech Park (10:30-11:30)
Report to JICA Vietnam Office (13:30-14:30)
Meeting with MOIT (Discussion on PDM, PO, MOU) (15:00-17:00)
  Meeting with MOIT WG (Discussion on Curriculum and Equipment) (9:00-11:30)
  Meeting with SPRCC Expert (14:00-15:00)
  Documentation
  Meeting with MOIT (Discussion on MOU, M/D) (9:00-11:30)
  Documentation
  Meeting with MOIT (Agreement and Signing of MOU, M/D) (9:00-11:30)
  Report to JICA Vietnam Office (15:00-16:00)
Move to Japan
HANOI 23:30-NARITA 06:55+1  (JL752)
Arrival in Japan (06:55)

9 Sep 3rd Mon

Sat Hanoi

Hanoi

Sep 1st

Hanoi

8 Sep 2nd Sun

1 Aug 26th Sun

5 Aug 30th Thu

3 Aug 28th Tue

4 Aug 29th Wed

2

Hanoi

Hanoi

HCMC

Aug 27th Mon Hanoi

HCMC

HCMC

Aug 31st Fri

14 Sep 8th Hanoi

13 Sep 7th Fri HCMC

10 Sep 4th Tue

HCMC

Hanoi11 Sep 5th Wed

20 Sep 14th Fri Hanoi

Hanoi

19 Sep 13th Thu

Tue

Hanoi

18 Sep 12th Wed Hanoi

Mr. Chihara (Team Leader)
Mr. Sakamoto (TCP Planning 1)

Mr. Yamaguchi
(TCP Planning 2)

Mr. Fukushima (EE technology)
Mr. Nagayama
(Evaluation Analysis)

No Date Day

Activities
Accommo

dation

6

7

Hanoi

Hanoi

17 Sep 11th

Sep 10th Mon

15

16

Sep 9th Sun

Hanoi

12 Sep 6th Thu
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・Mr. Dang Tan Tai Vice Director 

・Ms. Le Thi Mung Vice Director 

・Mr. Huynh Van Hung Head of Training 

・Dr. Nguyen Van Tuyen Expert, Heat & Refrigeration Technology 

 

（4）Department of Industry and Trade, Hanoi（DOIT-HN） 

・Mr. Pham Duc Tien Deputy Director 

 

（5）Energy Conservation Center, Hanoi（ECC-HN） 

・Mr. Dao Hong Thai Director 

・Mr. Nguyen Minh An Vice Director 

・Mr. Hoang Minh Lam Head of Electricity Energy Division 

・Mr. Hoang Duc Huynh Assistant Head of Training and Propaganda 

 

（6）Energy Conservation Center, Ho Chi Minh City（ECC-HCMC） 

・Mr. Huynh Kim Tuoc Director 

・Ms. Nguyen Thi Ngoc Tho Manager of Technical Department 

・Mr. Huynh Quoc Huy Manager of Renewable Energy Department, ESCO Project 

Manager 

・Mr. Le Kim Anh Senior Policy Advisor 

 

（7）Hanoi University of Science and Technology（HUST） 

・Prof. Hoang Luong Pham Vice President 

・Dr. Nguyen Viet Dzung Deputy Director, Head of Department of Refrigeration 

Engineering and Air Conditioning 

・Msc. Bui Thanh Hung Deputy Director, Institute of Heat Engineering & Refrigeration 

・Dr. Mai Thanh Tung Deputy Director, International Cooperation Department 

・Ms. Nguyen Mai Chi International Cooperation Department 

 

（8）Electric Power University（EPU - Hanoi） 

・Dr. Truong Huy Hoang Vice Rector in Scientific Research and International Cooperation 

・Dr. Le Anh Tuan Dean of Faculty of Management 

・Mr..Duong Trung Kien Vice Dean, Energy Management Faculty 

 

（9）Ho Chi Minh University of Technology（HCMUT） 

・Mr. Tran Anh Dung Consultant of lighting、 

・Mr. Nguyen Hoang Minh Tuan Elecricity system 

・Dr. Le Chi Hiep Head, Dept. of Heat & refrigeration 
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（10）Ho Chi Minh Electric Power College（HEPC） 

・Mr. Phan Thang Duc, MBA Vice Rector 

・Mr. Hoang Thien Kim, Consulting Expert 

 

（11）Energy Conservation Research & Development Center（ENERTEAM）– Ho Chi Minh City 

・Mr. Le Hoang Viet Director 

・Mr. Ma Khai Hien Vice Director 

・Mr. Dang Quang Vinh Technical & Service Manager 

・Mr. Le Tuan Loc Energy Engineer 

 

（12）Embassy of Denmark（DANIDA） 

・Ms. Tran Hong Viet Climate Change Programme Manager 

 

（13）United Nations Industrial Development Organization（UNIDO） 

・Dr. Pham Thi Nga National Project Coordinator 

 

（14）Asian Development Bank（ADB） 

・Ms. Lauren Nicole Sorkin Country Representative, Vietnam Resident Mission 

 

（15）Vietnam Development Bank（VDB） 

・Ms. Lauren Nicole Sorkin Country Representative, Vietnam Resident Mission 

 

（16）Japan International Cooperation Agency 

・Mr. Yoshitomo Kubo Representative, Vietnam Office 

・Ms. Michiyo Kakegawa Senior Project Formulation Advisor, Vietnam Office 

・Mr. Naoki Mori JICA Expert, Climate Change Program Advisor, SPRCC, 

MONRE, Vietnam 

・Mr. Masatomo Toyoda Senior Project Formulation Advisor, JICA Liaison Office in 

HCMC 
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第２章 ベトナム国における省エネルギー政策・制度 
 

２－１ エネルギー消費動向 

ベトナム国は、近年、年率6～7％程度の急激な経済成長を遂げている一方、経済成長を上回る

年率10％以上の水準でエネルギー消費量が伸びており、2015年にはエネルギー純輸出国から輸入

国へと転換を迫られると懸念されている。最終エネルギー消費量は、過去10年間で約3倍になって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ ベトナム国の最終エネルギー消費量の推移 

出所：商工省（MOIT） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ ベトナム国の電源容量とピーク需要の推移 

出所：ジェトロ（2011）ベトナム電力調査 
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同様に、電力のピーク需要も過去10年間で約3倍にのぼっている。ベトナム南部など、局所的に

電力需給は逼迫しており、主力の水力発電も天候に左右されるため、停電は頻発している。 

セクター別の最終エネルギー消費量の割合は、産業部門が46％と最大であり、運輸部門32％、

家庭部門15％、業務部門が5％と続いている。特に、産業部門におけるエネルギー消費量は継続的

に伸びており、同部門に対する省エネルギーの推進は、ベトナム国の持続的な経済成長、エネル

ギー安全保障、環境保全の観点から、喫急の課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ ベトナム国の最終エネルギー消費量割合2009年（部門別） 

出所：OECD/IEA（2011）ベトナム国エネルギーバランス表2009年 

 

産業部門の分野別の最終エネルギー消費量の割合は、下図のとおり推測される。セメント、セ

ラミック分野におけるエネルギー消費量は、産業部門全体におけるエネルギー消費量の5割を占有

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４ ベトナム国の産業部門における最終エネルギー消費量割合2011年（分野別） 

出所：「エネルギーデータ管理・分析」専門家業務完了報告書（2012） 
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２－２ 省エネルギーにかかる上位政策 

２－２－１ ベトナム国省エネルギーにかかる上位政策 

ベトナムの省エネルギーに係る上位政策は「国家エネルギー開発戦略（2007）」、「電力開発計

画（PDP7）（2011）」、「国家省エネルギープログラム（2006）」、「省エネルギー法（2011）」、「産

業分野における電力削減指示（2011）」である。詳細は表２－１のとおり。 

 

表２－１ ベトナム国省エネルギーにかかる上位政策 

（1）国家エネルギー開発戦略（首相令：No.1855/QD-TTg）2007年12月27日制定 

Vietnam’s National Energy Development Strategy up to 2020 with 2050 Vision 

「国内エネルギー資源の開発」 

「エネルギー市場の開発、民間促進、補助金撤廃」 

「エネルギー資源の多角化」 

「省エネルギーの推進」 

「環境・持続性に配慮したエネルギー開発」等 

 

（2）電力開発計画（首相令：No. 1208/QD-TTg）2011年7月21日制定 

Power Development Plan 7（PDP7） 

・節電及び電力の効率的使用の対策として、節電の国家目標プログラムを大々的に展開し、

2015年までに消費電力量の5％～8％、2020年までに8％～10％の削減目標を掲げている。

 

（3）国家省エネルギープログラム（首相令：No.79/2007/QD-TTg）2006年4月14日制定 

国家省エネルギープログラム（Vietnam Energy Efficiency Program：VNEEP） 

・省エネルギー目標値として、BAU（Business As Usual）のベースラインと比較し2006 年か

ら2010年で毎年3％～5％の削減、2011年から2015年では5％～8％の削減とすることが決定

されている。 

 

（4）省エネルギー法（法律：50/2010/QH12）2010年6月17日制定、2011年1月1日施行 

・指定事業者に対する規制（エネルギー管理、計画・報告提出、エネルギー診断等） 

省エネラベリング（家電製品、事務機器、産業機器、輸送機器）輸送機器に対する規制、

等 

 

（5）産業分野における電力削減指示（首相令：171/CT-TTg）2011年1月26日制定 

・政府関係機関に対する節電要請。 

指定事業者に対する年間1％以上の節電要請と計画の義務づけ。 
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２－２－２ ベトナム国省エネルギー法の制定状況 

省エネルギー法は、法律：1、政令：2、首相令：3、省令：4で構成されている。最上位の省

エネルギー法は2010年6月17日に制定され、翌2011年1月1日に施行されている。また、下位の省

令は、2012年9月現在、最新のもので、エネルギー管理報告及びエネルギー診断にかかる省令

（9/2012/TT-BCT）が2012年4月20日に制定され、2012年6月5日に施行されている。省エネルギ

ー法は、大きく分けて、産業・業務部門の「指定事業者に対する規制」、業務・家庭部門の「省

エネルギーラベリング制度の導入」、運輸部門の「交通部門にかかる規制」の3つに分けられる。

法律の一覧は表２－２のとおり12。省エネルギー関連法令の詳細に関しては、付属資料4.から付

属資料13.を参照のこと13。 

 

表２－２ ベトナム国省エネルギー法の制定状況 
 法令 法令種別 発行主体 法令番号 制定状況 

上
位
規
定 

Law on Energy Efficiency and Conservation 
省エネルギー法 

Law 
法律 

National 
Assembly 
国会 

50/2010/QH12 2010年6月17日制定 
2011年1月1日施行 

Providing in Detail and Measures for Implementation of 
the Law on Energy Efficiency and Conservation 
実施細則 

Decree 
政令 

Government 
政府 

21/2011/ND-CP 2011年3月29日制定 
2011年5月15日施行 

Decree on Sanctioning of Administrative Violations in 
the Field of Energy Efficiency and Conservation 
罰則令 

Decree 
政令 

Government 
政府 

73/2011/ND-CP 2011年8月24日制定 
2011年10月15日施行 

指
定
事
業
者
の
規
制 

Issuing the List of Designated Enterprises year 2011 
指定事業者リスト（2011年） 

Decision
首相令 

Prime 
Minister 
首相 

1294 /QĐ-TTg 2011年8月1日制定 
2011年8月1日施行 

Instructions for Training and Issuing Energy Manager 
and Energy Auditor Certification. 
エネルギー管理士・診断士の研修と資格制度にかか

る省令 

Circular 
省令 

MOIT14 
商工省 

39/2011/TT-BCT 2011年9月12日制定 
2011年11月1日施行 

Guidelines on Reporting for Energy Saving and 
Implementing Energy Audit. 
エネルギー管理報告及びエネルギー診断にかかる省

令 

Circular 
省令 

MOIT 
商工省 

09/2012/TT-BCT 2012年4月20日制定 
2012年6月5日施行 

省
エ
ネ
ラ
ベ
リ
ン
グ 

The list of equipment subject to energy labeling and 
minimum energy performance standards, and the 
implementation roadmap 
省エネルギーラベリングと最低エネルギー効率基準

（MEPS）の対象機器リスト及び実施ロードマップ

Decision
首相令 

Prime 
Minister 
首相 

51/2011/QĐ-TTg 2010年6月17日制定 
2011年1月1日施行 

Guidelines on labeling for energy used facilities and 
equipment. 
省エネラベリングにかかる省令 

Circular 
省令 

MOIT 
商工省 

07/2012/TT-BCT 2011年3月29日制定 
2011年5月15日施行 

List of energy saving equipment purchased for agencies 
funded by the State budget. 
国家予算の調達にかかる省エネ機器リスト 

Decision
首相令 

Prime 
Minister 
首相 

68/2011/QD-TTg 2011年8月24日制定 
2011年10月15日施行 

交
通

Regulating energy saving and efficient using measures in 
transport activities. 
交通部門の省エネにかかる省令 

Circular 
省令 

MOT15 
交通省 
 

64/2011/TT-BGT
VT 

2011年8月1日制定 
2011年8月1日施行 

                                                        
12 2013年1月14日に制定された首相令 03/2013/QD-TTgにより、首相令51/2011/QĐ-TTgに規定されている、エネルギー効率基準・

省エネルギーラベリングの実施スケジュールが、半年から1年程度延期となっている。 
13 省エネルギー関連法令の原文（ベトナム語）は、MOITのウェブサイトに掲載されている。 

http://tietkiemnangluong.com.vn/home/documents.list.html 

また、省エネルギー関連法令の主要なものについては、JETROハノイにより和文翻訳され、JETROウェブサイトに掲載され

ている。http://www.jetro.go.jp/world/asia/vn/business/ 
14 MOIT：Ministry of Industry and Trade（商工省） 
15 MOT：Ministry of Transport（交通省） 
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２－３ エネルギー管理制度、診断制度 

２－３－１ エネルギー管理制度、診断精度の概要 

省エネルギー法及び実施細則により、年間エネルギー消費量が1,000TOE（原油換算トン）以

上の製造所及び500TOEの事業所（ホテル、病院、商店、事務所ビル等）は、エネルギー消費の

指定事業者（以下「指定事業者」と称す）として登録され、エネルギー管理士資格を有するエ

ネルギー管理士を1名選任し、毎年及び5年毎のエネルギー管理計画書・報告書を国家に提出す

るとともに、3年毎にエネルギー診断を実施することが義務づけられている。エネルギー診断は、

エネルギー診断士資格を有する会社による外部診断、またはエネルギー診断士資格をもつ社員

による内部診断が実施することが義務づけられている。 

同制度の下では、指定事業者に対する「エネルギー管理士の任命義務」、「毎年及び5年毎のエ

ネルギー管理計画書・報告書の提出義務」、「3年毎のエネルギー診断の受診義務」は規定されて

いるものの、エネルギー消費量の削減目標値は設定されておらず、各指定事業者が掲げる省エ

ネルギー目標が達成されなくても、現行の罰則令の下で罰金が科せられることはない。詳細は

表２－３のとおり。 

 

表２－３ ベトナム国エネルギー管理制度、診断精度の概要 

（1）省エネルギー法（50/2010/QH12）2010年6月17日制定、2011年1月1日施行 

指定事業者に対する： 

① エネルギー管理士の任命義務 

② 毎年及び5年ごとのエネルギー管理計画書・報告書の提出義務 

③ 3年ごとのエネルギー診断の受診義務を規定 

 

（2）実施細則（21/2011/ND-CP）2011年3月29日制定、2011年5月15日施行 

・指定事業者を、毎年のエネルギー消費量が原油換算1,000t以上の製造所もしくは500t以上

の事業所と定義 

 

（3）指定事業者リスト・首相令（1294/QĐ-TTg）2011年8月1日制定、2011年8月1日施行 

・指定事業者リストを毎年公表する予定。2011年度は1192社。 

 

（4）エネルギー管理士・診断士の研修と資格制度・省令（39/2011/TT-BCT） 

2011年9月12日制定、2011年11月1日施行 

・エネルギー管理士、エネルギー診断士の資格要件等を規定。 

 

（5）エネルギー管理報告及びエネルギー診断にかかる省令（09/2012/TT-BCT） 

2012年4月20日制定、2012年6月5日施行 

・指定事業者の定期報告様式、報告方法、エネルギー診断内容などを規定。 

エネルギー管理計画書及び報告書は、毎年1月15日までに指定機関へ提出する。 

（5カ年計画書及び報告書は、開始年次のみ1月15日までに提出する。） 
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エネルギー管理報告及びエネルギー診断にかかる省令（09/2012/TT-BCT）には、エネルギー

管理計画書・報告書の各種様式が添付されている。各計画書・報告書は、インターネットベー

スで地方行政のDOITに提出され、DOITから商工省（MOIT）に共有される。エネルギー計画書・

報告書様式の例は図２－５、エネルギー管理計画書・報告書の提出フローは図２－６のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５ エネルギー管理計画書・報告書の各種様式 

出所：エネルギー管理報告及びエネルギー診断にかかる省令（09/2012/TT-BCT） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ エネルギー管理計画書・報告書の提出フロー図 

出所：商工省（MOIT） 

定期計画・報告申請用紙 年度計画・報告申請様式例 
（合計 10枚程度） 

インターネット上で登録 
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２－３－２ エネルギー管理士、診断士の資格制度 

エネルギー管理士及び診断士の資格認定制度は、2008年から2009年に実施されたJICAの省エ

ネルギー促進マスタープラン調査の提案スキームを基本として、制度構築されている。JICAの

提案制度を図２－７に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－７ エネルギー管理・診断資格に係る研修制度の枠組み 

出所：JICA（2009）ベトナム国省エネルギー促進マスタープラン調査最終報告書 

 

中央政府の商工省（MOIT）は資格認定制度構築、研修用カリキュラム作成、研修用テキスト

作成、資格試験の実施、資格者登録管理を行う。図２－８の中のCentralization の範囲はMOIT

の業務範囲である。地方政府機関のDOITは研修コースの実施、研修修了証の授与、研修終了者

のMOITへの報告を行う。図２－５の中のDecentralization の範囲はDOITの業務範囲である。受

験者は研修修了後に検定試験を受けて、合格後にエネルギー管理士の資格が与えられる制度と、

研修を受けずに国家試験合格によりエネルギー管理士の資格が与えられる制度の併用方式であ

る。 

エネルギー管理士研修、エネルギー診断士研修を実施する機関は、省エネルギー法に基づい

て、ポンプ、ファン、コンプレッサー、照明、熱設備などの実習設備を保有することが義務づ

けられている16。現在、省エネルギー研修センターが設立される前の措置として、エネルギー管

理士研修コース及びエネルギー診断士研修コースが暫定的に運営されている。エネルギー管理

士研修コースは、MOITの委託により、PRET及びハノイ省エネルギーセンター（Energy 

Conservation Center, Hanoi：ECC-HN）が講義5日間、実技2日間、合計7日間で実施し、研修修了

証を授与している。MOITは2011年までに190名を研修している。また、エネルギー診断士研修

コースはMOITの委託事業として、PRET及びECC-HNが11日間で実施し、研修修了証を授与して

                                                        
16 MOIT（2011）エネルギー管理士・診断士の研修と資格制度にかかる省令（39/2011/TT-BCT） 

 

Centralization：   主としてMOITの業務範囲 

Decentralization： 主としてDOITの業務範囲
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いる。MOITは2011年までに70名を研修している。実技研修はハノイでは、ハノイ工科大学（Hanoi 

University of Science and Technology：HUST）の小型研修機材を使って実施し、ホーチミンでは

研修機材がないため工場視察に変更され、測定実習は行われていない。現行のエネルギー管理

研修及びエネルギー診断研修の省エネ実習は、講義内容や設備の観点から充分とはいえない状

況にある。 

エネルギー管理士研修の座学カリキュラム、テキストはMOITが2010年に作成したもの、

DANIDAが2011年に作成したものが存在し、今後、MOIT主導により双方を統合する予定である。

エネルギー診断士の座学カリキュラム、テキストはDANIDAが2011年に作成したもののみ存在し、

MOITにより翻訳されたものが使用されている。実技研修のカリキュラム、テキストはHUSTに

より臨時のものが作成され使用されている。 

 

２－３－３ エネルギー管理士、診断士の人材育成計画 

MOITは、現時点で資格者数の目標値を掲げていないため、今後、目標値を定める必要がある。

省エネ規則に規定されているとおり、指定事業者は毎年1月15日に登録され、公表される。初年

度の2011年1月現在の指定事業者数は1,192である。今後、全国の事業者の年間エネルギー消費量

報告制度が確立すれば、指定事業者数は相当数増加する。エネルギー管理士資格者の必要数は

資格者の社内異動、転職等を考慮すると、指定事業者数の3倍の3,600名が必要と推定される17。 

エネルギー診断士資格者の必要数は、毎年の診断事業所数は約400事業所（＝1,192社/3年）で

あり、資格者1名が年間6事業所を診断すると、67名（＝400/6）である。エネルギー診断士資格

者の専門分野及び地域による偏りを考えると、200名以上が必要と推定される18。 

 

２－４ 省エネルギー研修センター 

２－４－１ 省エネルギー研修センターに係る組織体制 

2010年8月、首相府から関連省庁に、ハノイ及びホーチミンの2都市にエネルギー管理士及び

エネルギー診断士を育成する省エネルギー研修センターを設立するよう指示があり19、そのフィ

ージビリティ・スタディ（Feasibility Study：F/S）の実施主体として、ハノイではECC-HNが、

ホーチミンではDOIT-HCMCが、それぞれ任命されている。その結果、ホーチミンの対象サイト

はPRETに決定し、2011年9月にホーチミン市人民委員会の承認も得られている20。他方、ハノイ

の対象サイトは2012年9月時点でECC－HNによる検討が続いており、ハノイ市の人民委員会の承

認も得られていない状況である21。 

MOITは商工省ワーキンググループ（Ministry of Industry and Trade Working Group：MOIT-WG）

を中心にカリキュラム・テキスト・資格試験制度を策定する役割を担っている。省エネルギー

研修センターの検討・準備については、ハノイではECC-HNが、ホーチミンではDOIT-HCMCが

中心となって手続きを進めている。DOIT及びその下部組織は、中央政府のMOITの指揮命令系統

                                                        
17 日本は第1種指定工場数8,000に対して、エネルギー管理者資格者は40,000名で、約5倍である。 
18 2012年10月2日に制定された首相令1427/QD-TTgにより、国家省エネルギープログラム（2012～2015年）が策定され、エネル

ギー管理士及びエネルギー診断士の想定目標数などが規定されていることが、詳細計画策手宇調査後に判明している。 
19 副首相による決議（No. 216/TB-VPCP）2010年8月 
20 ホーチミン人民委員会からの承認レター（No.4604/QD-UBND）2011年9月 
21 2013年2月時点では、ハノイの省エネルギー研修センターをHoa Lacハイテクパーク内に新設することで、ハノイ市人民委員

会の承認が得られているとの報告が得られている。 
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の下にあるが、予算は、各地の人民委員会（People’s Committee：PC）の地方予算を使用するこ

とが通例のようである。省エネルギー研修センターをとりまく、組織体制は図２－８のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－８ 省エネルギー研修センターに係る組織体制 

出所：調査団作成 

 

２－４－２ ホーチミン省エネルギー研修センター（ECC-HCMC） 

ECC-HCMCは、DOIT-HCMC傘下の研究機関であるPRET内に設置される。DOIT-HCMCの組織

図及びPRETの組織図を図２－９と図２－10に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－９ ホーチミン市工業商業局（DOIT）組織図 

出所：PRET報告書 
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PRETはホーチミン市内にショールームを含む本部事務所と、Hiep Phuoc工業団地内に研究所

を所有している。PRETは、Hiep Phuoc工業団地の研究所に設置される。それぞれの住所は以下

のとおりである。 

 

＜PRET本部事務所＞ 

156 Nam Ky Khoi Nghia Street, District 1, Ho Chi Minh City 

 

＜PRET研究所＞ 

Lot A2 Hiep Phuoc Industrial Zone, Long Thoi Village, Nha Be District, Ho Chi Minh City 

（ホーチミン市内より南に30Km、車で40分程度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２－10 PRET所在地 

出所：Google Map 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－11 ホーチミン省エネルギー研修センター（PRET研究所） 

出所：PRETウェブサイト 

PRET本部事務所 

District 1, HCMC 

 PRET研究所 
 Hiep Phuoc工業団地内 
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図２－12 プラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センター（PRET）組織図 

出所：PRET報告書 

 

PRET内のエネルギー管理研修部は、2011年9月にホーチミン市人民委員会の承認（No.4604/ 

QD-UBND）を受けて編成されたものであり、設立後間もないことから、組織体制が脆弱であり、

講師確保に苦労している。PRETのDirectorであるMr. Truong Van Long及びDeputy Director である

Ms. Le Thi MungはDOIT-HCMC出身者であることから、予算獲得などの力はあると思われるが、

省エネルギーに関する知識・経験は少ない。現在確保できている常勤講師はHCMUT22のMr. 

Nguyen Van Tuyen（熱工学博士）及びHEPC23のMr. Nguyen Nhat Tan（電気工学修士）であり、非

常勤講師としてENERTEAM24に在籍しているMr. Dang Quang Vinh（熱技師）及びMr. Lam Thai 

Duy Linh（電気技師）の協力を取り付けているに過ぎない。今後、エネルギー管理士及びエネル

ギー診断士の実技研修を主体的に実施できる体制を実現するため、PRETは常勤講師を4名体制に

する予定である。PRETの省エネ研修センターの現在のスタッフを表２－４に示す。 

 

                                                        
22 HCMUT：Ho Chi Minh University of Technology（ホーチミン工科大学） 
23 HEPC：Ho Chi Minh Electric Power College（ホーチミン電力大学） 
24 ENERTEAM：Energy Conservation Research Development Center（エネチーム：民間コンサルタント会社） 
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表２－４ ホーチミン省エネルギー研修センタースタッフリスト25 
 

No. 氏名 専門分野 役職 経験 その他 

1 Ms. Le Thi Mung 技術者 副所長 N/A DOIT-HCMC出身 

常勤 

2 Mr. Nguyen Van Tuyen 熱工学（博士） 講師 17年 HCMUT出身 

常勤 

3 Mr. Nguyen Nhat Tan 電気工学（修士） 講師 9年 HEPC出身 

常勤 

4 Mr. Dang Quang Vinh 熱技師 講師 8年 ENERTEAM在籍 

非常勤 

5 Mr. Lam Thai Duy Linh 電気技師 講師 5年 ENERTEAM在籍 

非常勤 

6 Mr. Ho Quoc Phong 事務（会計） 研修管理課 N/A PRET出身 

常勤に格上げ予定 

7 Mr. Huynh Van Hung 事務 研修管理課 N/A PRET出身 

常勤に格上げ予定 

8 Mr. Nguyen Thi Thanh 事務 研修管理課 N/A PRET出身 

常勤に格上げ予定 

9 Mr. Vu Dinh Hiep 事務 研修管理課 N/A PRET出身 

常勤に格上げ予定 

出所：PRET報告書 

 

２－４－３ ハノイ省エネルギー研修センター 

2010年8月に副首相による決議（No. 216/TB-VPCP）が発令され、ハノイ及びホーチミンに省

エネルギー研修センターを設立するための検討指示が出された。この指示を受けて、ハノイ市

商工局（DOIT-HN）はハノイ省エネルギーセンター（ECC-HN）の協力を受けて、ハノイ市郊外

の数か所の候補地において用地使用権の移転を図ったが、ハノイ人民委員会の都市計画との重

複等が判明したことから、検討は振出に戻り、計画は大幅に遅れている。2012年に入り、ハノ

イ市の北西30kmのHoa Lacハイテク工業団地が候補地として検討され、同工業団地内の教育研修

ゾーンに1.7haの土地を確保する方向で、Hoa Lacハイテク工業団地側と交渉しており、ハノイ市

人民委員会の承認を取り付ける予定である26。ECCハノイが実施した、フィージビリティ調査で

は次の予定が定められている。 

    

1）土地造成開始：2013年 

2）ビル建設工事：2013年～2015年6月 

3）ビル内装工事：2015年6月～2016年6月 

                                                        
25 2013年2月現在、PRETの講師は、表2-4の常勤2名、非常勤2名に加え、電気工学専門、日系企業出身のMr. Luu Anh Tuanが常勤

講師として採用された。また、ENERTEAMに在籍している非常勤講師は、表2-4に記載の2名から、Mr. Le Hoang Viet（専門：

熱、ENETEAM所長）、Mr. Ma Khai Hien（専門：電気、ENERTEAM副所長）に格上げになっている。 
26 脚注9参照。 
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Hoa Lacハイテク工業団地内の教育研修ゾーンの予定地周辺は、2012年9月時点で、車両用道路

が未着工であり、キャッサバ（イモ科植物）が栽培されている。ハノイ省エネルギー研修セン

ターの予定地と完成予想図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－13 ハノイ省エネルギー研修センター予定地と完成予想図 

（Hoa Lacハイテクパーク内） 

出所：（写真）調査団撮影、（完成予定図）ECC-HN提供資料 

 

２－５ 他ドナーの活動 

本プロジェクトの類似案件としてエネルギー管理士・診断士の人材育成支援を行っているのは

デンマーク開発庁（DANIDA）である。また、国連開発計画（UNDP）と国連工業開発機関（UNIDO）

は、ISO50001のエネルギー管理制度導入に係る支援を実施している。 

産業セクターごとの省エネルギー戦略やロードマップの策定支援を行っているのは、WB（化学、

製紙、食品加工、繊維産業）、ADB（セメント）、AFD（鉄鋼）である。また、WBはESCOに対す

る支援を実施している。省エネルギーラベリング制度への支援を行っているのはUNDP（BRESL 

Program）、オーストラリア開発庁（Australian Agency for International Development：AusAID）、経済

産業省（METI）の委託を受けている日本エネルギー経済研究所（2007～2011年）及び基準認証イ

ノベーション技術研究組合（International Standard Innovation Technology Research Association：

IS-INOTEK）（2011年）（試験所支援）等である。 

また、気候変動対策支援プログラム“SPRCC-Support Program to Respond to Climate Change” 

2009年から2015年にかけて実施されており、気候変動に資する政策対話のための一般財政支援と

して、マルチドナーによる協調融資が行われている。JICAの他に, AFD, WB, CIDA（カナダ開発庁）, 

AusAID, KOREA EXIMBANKが、有償資金協力もしくは無償資金協力として拠出している。 

資金メカニズム（補助金、優遇税制、低利融資等）の構築支援は、JICAが実施している「省エ

ネルギー・再生可能エネルギー導入促進事業（有償資金協力）（2009）」のツー・ステップ・ロー

ン以外では、ADBが、産業セクターの鉄鋼・セメント分野に絞り込んで、民間金融機関を仲介し、

総額90Million USDの低利融資制度を構築する見通しである。また、国際金融公社（International 

Finance Corporation：IFC）も省エネルギーファナンススキームの検討を行っている。 
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２－５－１ デンマーク開発庁（DANIDA） 

ベトナムでのDANIDAの活動は、国家省エネルギープログラム（Vietnam National Energy 

Efficiency Program：VNEEP）、及び、国家気候変動対策プログラム（National Target Program to 

Respond to Climate Change：NTP-RCC）と緊密に連携され実施されている。DANIDAは"Climate 

Change Mitigation Support to the Vietnam Energy Efficiency Program”（2009-2015）を実施し、産業、

ビルにおける省エネルギーの支援、エネルギー管理士、エネルギー診断士の育成支援、模擬診

断を実施している。カウンターパート（Counterpart：C/P）は商工省（MOIT）である。同プロジ

ェクトではエネルギー管理士、及びエネルギー診断士のカリキュラムとテキストを作成してい

る。 

DANIDAは、今後の活動として、産業部門の多消費産業別にエネルギー診断のテキストを作成

する予定であり、2013年の完成をめざしている。また、2015年までに、以下の協力に関心を示

しており、MOITと協議中である。DANIDAの支援予定額は、5～6 million USDである。 

（1）エネルギー管理士及びエネルギー診断士の人材育成 

具体的には、テキストを使用したセミナーや工場におけるエネルギー診断などが含まれ

る。 

（2）省エネルギーに係る普及啓発活動 

政府機関から民間企業までが対象となる。 

（3）ベンチマークプロジェクト 

石炭火力発電所のエネルギー診断を行い、エネルギー診断のパイロット研修を行う。ど

のプロジェクトにするかはMOITがショートリストを作成中である。 

 

２－５－２ アジア開発銀行（ADB） 

ADBは2007年からTechnical Assistance（ADTA7024-VIE）「国家省エネルギープログラムの実施

支援プログラム」“Supporting Implementation of the National Energy Efficiency Program”を実施し

ている。技術協力の総額は11Million USDである。フェーズ１の技術協力では、セメント5社、鉄

鋼2社のエネルギー診断を実施している。フェーズ２として、フェーズ１で特定されたセメント

5社、鉄鋼2社の設備更新に対して、低利融資を行う予定である。C/PはMOITである。クレジッ

トラインは、民間銀行（Vietin Bank, Sacom Bank, Techcom Bank）を仲介する。具体的なスキー

ム案としてはコンセプト1とコンセプト2があり、図２－14に示す。 
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図２－14 ADBファイナンススキームのコンセプト案1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－14 ADBファイナンススキームのコンセプト案227 
出所：ADBプレゼン資料 

                                                        
27 注：CTF（Carbon Technology Fund）はオーストラリア、米国、日本、英国、フランスなど9カ国が出資したファンドであり、

1）Mitigation 2）Adaptation 3）Forestryの3つのスキームがある。ADBのプロジェクトは1）のMitigationに属する。 
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２－５－３ フランス開発庁（AFD） 

ベトナムに対するフランス開発庁（L'Agence Française de Développement：AFD）の支援は、2006

年にフランスとベトナム間で交されたPartnership Framework Documentによって始まった。2012

年9月現在、AFDは、鉄鋼セクターにおける省エネルギー戦略の策定“Providing Energy Efficiency 

Roadmap and Strategy in Steel Sector”（2011）を実施に向け、各省との調整を行っている。C/P

はMOITである。また、気候変動対策支援プログラムには、主要ドナーとして精力的に関わって

いる。 

 

２－５－４ 国連工業開発機関（UNIDO） 

国連工業開発機関（United Nations Industrial Development Organization：UNIDO）は2011年7月

から2014年12月までの期間で産業部門省エネルギープロジェクト”Promoting Industrial Energy 

Efficiency through optimization and energy standards in Vietnam”を行っている。C/PはMOITである。

製紙、繊維、食品加工、ゴム産業における、ISO50001の導入を用いた、蒸気システム及びコン

プレッサー・圧縮空気の最適化による省エネの実現を図る。ISO50001の実施を通じて、エネル

ギー管理を推進するというものである。本プロジェクトには、以下の3つのサブプロジェクトが

ある。 

1）National Capacity Building Program on Energy Management and System Optimization  

2）Implementation of Energy Management & System Optimization Demonstration Projects 

3）Financial Capacity Development for Supporting Energy Efficiency Projects in Industry 

対象は、年間エネルギー消費量が石油換算1000t以上の指定事業者であり、主に蒸気システム

の改善を研修材料としており、ISO50001の普及を主眼に置いている。研修コースは主に2つある。 

a）産業セクター4 

業種（テキスタイル、製紙、食品加工、ゴム）について、指定事業者から各業界団体を

通じて100人ほどの受講生を集め、2日間のトレーニングを行う。 

b）エネルギー関係会社と大企業を対象としたもの。 

これらの研修は、3つのモジュールに分かれており、各5日間のコースである。 

①省エネルギー計画 

②専門家研修（ユーザー研修、オペレーション研修） 

③検証・評価 

講師はインターナショナルコンサルタント（アイルランド人、デンマーク人、アメリカ人）

により構成されており、講義のときだけベトナムに出張している。講義は英語で行われ、通訳

付きで行われる。また補助講師として、国内講師は省エネルギーセンター等から派遣されてい

る。テキストはUNIDOが世界各国（例として南アフリカ、コスタリカなど）で使っているもの

をベトナム語に訳して使用する 

今後の展開として、セメント、鉄鋼、化学等で同研修を実施する予定であり、資金調達の見

通しを検討中である。また、ISO50001のベトナム版を2012年終わりまでに作成予定。 

なお、MOITは、省エネルギー法（法規制）とISO50001（自主活動）の関係を決めていない。 
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２－５－５ 国連開発計画（UNDP） 

国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）はベトナムに対して1977年か

ら支援している。UNDPの重点分野の1つはエネルギーと環境であり、ベトナム国政府の重点分

野である「環境の持続可能性」及び、ミレニアム開発目標との整合が取れている。UNDPは、2006

年から2011年にかけて、中小企業に対する「省エネルギーの推進プロジェクト」“Promoting 

Energy Conservation in Small and Medium Scale Enterprises（PECSME）”を実施した。C/Pは科学

技術省（Ministry of Science and Technology：MOST）である。総予算は、28.8 Million USD（その

うち5.5 Million USDはGlobal Environment Fund（GEF）より拠出）。セラミック、製紙、繊維、食

品加工分野における中小企業の省エネルギー推進に係る技術協力を実施した。 

また、このほかに、エネルギー効率基準と省エネルギーラベリング支援プロジェクト” BRESL

（Barrier Removal to the Cost Effective Development and Implementation of Energy Efficiency 

Standards and Labeling Project）（2009～2014年）を実施している。C/PはMOSTである。同プロジ

ェクトの対象国は、中国、タイ、インドネシア、ベトナム、バングラデッシュであり、対象製

品はエアコン、冷蔵庫、モーター、バラスト（直管型蛍光灯（Fluorescent Tube Lamp：FTL）用）、

扇風機、電球型蛍光灯（Compact Fluorescent Lamp：CFL）、炊飯器である。これらの家電製品に

対して、エネルギー効率基準と省エネルギーラベリングの標準化に係る技術協力を実施してい

る。 

 

２－５－６ 世界銀行（WB）/ 地球環境ファシリティ（GEF） 

世界銀行（World Bank：WB）は、産業省エネルギープロジェクト“Clean Production and Energy 

Efficiency Project（VCPEEP）”（2011～2016年）を実施している。C/PはMOITである。VCPEEP

の目的はベトナム財政機関によるCleaner Production and Energy Efficiency（CP-EE）プロジェクト

への投資を促進することである。GEFより2.37 Million USDのグラントも供与される。重点エネ

ルギー消費セクター（化学、製紙、食品加工、繊維産業）に対する、省エネルギーアクション

プランの策定支援、ESCO支援、モニタリング評価に対する人材育成を行う。 

 

２－５－７ オーストラリア開発庁（AusAID） 

オーストラリア開発庁（Australian Agency for International Development：AUSAID）は、「省エ

ネルギーラベリング支援プロジェクト」“Training in Energy Standard Labeling”（2011年）を実

施している。C/PはMOITである。家電製品に対する、省エネルギーラベリングの技術支援。試

験機関に対する人材育成も含む。 

 

２－６ 円借款案件との連携・相乗効果 

２－６－１ 省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業（省エネTSL） 

（1）案件概要 

省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業（省エネTSL）（2009～2011年） 

“Energy Efficiency and Renewable Energy Promoting Project：EEREP”の事業概要図は、次

のとおり。 
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図２－15 省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業（EEREPP）の概要 

出所：JICAプレゼン資料 

 

本案件の借款契約（Loan Agreement：L/A）はJICAとベトナム財務省（MOF）の間で2009

年に締結されている。JICAからMOFへ金利0.2％（コンサルティングサービスは0.1％）、円

建てで融資しており、為替リスクはMOFが保証。MOFからベトナム開発銀行（Vietnam 

Development Bank：VDB）へ同じく金利0.2％（コンサルティングサービスは0.1％）、ベトナ

ムドン建てで融資している。VDBからエンドユーザーへは、MOFが指定する“State Credit 

Investment Rate”に合わせて貸し付けを行うことになっている。返済は最長18年、据え置き

が4年、金利が12％（ベトナムドン）である。（市中銀行の同等のプロジェクトへの貸し出

し金利は14％）銀行からの融資は、全体投資の70％に限定されている。 

円借款（フェーズ１）の総額は46.82億円。その内、40億円が機器・機材、サブプロジェ

クトへの借款、機器・機材用40億円の内30億円が省エネプロジェクト、10億円が再生可能

エネルギープロジェクトを対象としている。残り6億円は、テクニカルサポート（内訳は1

億6,300万円が審査にかかるコンサルティングサービス、300万円がエネルギー診断にかかる

コンサルティングサービス。その他、220万円は成功報酬など。）テクニカルサポートは、

次の2つの目的で使われる。 

1）全プロジェクトの再評価 

2）次のフェーズへの準備 

TSL（Two Step Loan）の円借款は40億円を40年間貸し付けるが、個別のサブプロジェクト

の返済期間は最長で10年（通常はより短期間で返済）であるため、回収された資金はリボ
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ルビングファンドとして活用可能となっている。 

既に、次の2つのプロジェクトに融資がなされている。 

①Hoa Phatグループの製鉄所の排ガス発電（Hai Duong省）22MWへ約12億円 

②Lam Son砂糖工場の廃棄物を使用したバイオガス発電12.5MWへ約6億円 

双方とも2012年末には、発電を開始する予定である。 

技術審査のためのエネルギー診断は、初めに自社負担で診断してもらい、審査時に外部

のコンサルタントが雇用される。機器・機材の残り12億円の貸し出し候補は、鉄鋼、セメ

ント、食品、テキスタイルなどのエネルギー多消費産業であることが望ましいとしている。 

当初、7つのサブプロジェクト候補があり、上記2つが承認され5つが審査中である。残り

のサブプロジェクトはVDBの得意分野である、小水力案件に対する融資が検討されている。 

 

表２－５ 省エネプロジェクトの進捗状況 

 

 プロジェクト 詳細 事業者 ローン 実施状況 

1 Thermal Generation 
Station（Stage 2） 
 

Steel plant, Coke Kiln, 
Cogeneration 
Capacity：22MW 
（Chinese 
Technology） 

Hoa Phat Power 
Joint Stock 
Company 
（Hai Duong） 

319 
Billion 
VND 
-約12億円 

審査・承認済み。 
251 Billion VND 
（約9.3億円） 
貸付け済み 
（2012年6月時点） 

2 Power Generation 
from Biogas 

Capacity：12.5MW 
（Indian Technology）

Lamson Sugar 
Joint Stock 
Company 
（Thanh Hoa） 
 

165 
Billion 
VND 
-約6.1億円

審査・承認済み。 
44 Billion VND 
（約1.6億円） 
貸付け済み 
（2012年6月時点） 

出所：調査団作成 

 

（2）審査基準 

VDBの融資基準として、サブプロジェクトの最低金額はなく、最高金額は再生可能エネ

ルギーについてのみ5 Million USDである。省エネルギーには最低額も最高額も制約がない。 

VDBからエンドユーザーへの貸し付け条件は、以下のいずれかである。（2009年5月22日

署名のM/Dに記載。） 

1）プロジェクト実施者は、年間エネルギー消費量が1,000原油換算トン（Tons of Oil 

Equivalent：TOE）もしくは3,000,000 kWh以上の大口需要者であり、省エネ機器の導入後、

導入前に比べて見込めること。またエネルギー診断を受診しており、年間のGHG削減効

果見込みが明確であること。 

2）機器リストの対象製品であること。（機器リストに載っていなくても、同等の費用対効

果の見込める技術であれば、ローンの申請は可能。） 

その他の条件としては機器据えつけが、2年以内で終わることである。クリーン開発メカ

ニズム（Clean Development Mechanism：CDM）や地元への配慮なども審査基準とはならな

い。 

借款契約（L/A）の調印前に実施された案件形成促進調査（Special Assistance for Project 

Formation：SAPROF）、及び案件実施支援調査（Special Assistance for Project Implementation：

SAPI）で6つのサブプロジェクトが特定されたが、2010年～2011年の金融危機を受けて、プ

ロジェクト申請者が融資を辞退したり、融資基準を満たさなかったりしたため、サブプロ
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ジェクトはすべて入れ替わっており、引き続き再検討されている状況である。 

MOITはL/A調印前の案件形成段階では、意見交換のためプロジェクトに関与していたが、

案件実施段階に入っては審査やモニタリングには関与していない。 

VDBは、審査にかかる経費などを勘案し、数百万円から数千万円程度の融資に対して消

極的であるため、1億円から数十億円程度の規模感のサブプロジェクトを検討する傾向にあ

る。 

 

（3）連携可能性 

ベトナム省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業（ツー・ステップ・ローン）と省

エネルギー研修センター設立支援プロジェクトとの連携可能性は、以下のとおりである。 

1）2012年9月現在で40億円の内、22億円分のサブプロジェクトが未確定。 

2）円借款は40億円を40年間貸し付けるが、個別のサブプロジェクトの返済期間は最長で

10年（通常はより短期間で返済）であるため、回収された資金はリボルビングファンド

として活用可能。 

3）エネルギー管理制度や診断制度は、年間エネルギー消費量が1000TOE以上の指定事業者

を対象としており、エネルギー診断も義務づけることから、現在の審査方法の2項目を

カバーしている。 

4）研修センタープロジェクトで、模擬診断等を実施し、指定事業者のなかから20％の省

エネ効果が期待される省エネ設備・技術の案件発掘ができれば、VDBのツー・ステップ・

ローンの申請につながる可能性がある。 

 

２－６－２ 気候変動対策プログラムローン（SPRCC） 

気候変動対策プログラムローン（Support Program to Respond to Climate Change：SPRCC）のポ

リシーマトリックスへの反映に係る提案 

SPRCCは、気候変動に資する政策対話の実施を促進するための一般財政支援である。借款は、

ベトナムMOFの一般会計に入り、その使い道はベトナム政府に任されている。JICAは2009年よ

り枠組みを導入し、AFDの協力とともに、WB、CIDA、AusAID、KOREA EXIMBANKと参加ド

ナーを増やし、SPRCCを推し進めてきた。JICAのコミット額は毎年100億円であり、参加ドナー

最大である。 

SPRCCについては、JICAが省エネルギー分野のリードドナーであること、省エネにかかるC/P

機関がMOITであること、ベトナム側が2011年から2012年にかけて省エネルギーの主要な法令を

制定させて実施に移すタイミングであること、また省エネルギー研修センター設立支援プロジ

ェクトがSPRCCに付随した有償付帯技術協力プロジェクトであることから、積極的な連携が求

められる。 

 

２－７ 省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ１）活動概要 

本事業の実施に当たって、省エネルギー研修センターの活用に係る法的位置づけ及び研修セン

ターのサイト選定が重要であったため、JICAではこれらを促進するために、研修センターのサイ

ト選定までの準備段階として、2011年9月から2012年9月まで「省エネルギー研修センター設立支

援プロジェクト（ステージ１）」を実施した。ステージ１では、長期専門家を派遣し、省エネルギ
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ー実技研修に係る本邦研修を実施するともに、省エネルギー政策・技術紹介に係るセミナーを開

催した28。また、エネルギー管理制度の運用に伴って必要となるエネルギーデータ管理・分析に係

る短期専門家を派遣するとともに、エネルギーデータ管理研修に係る本邦研修を実施した。各投

入の詳細は、表２－６に示す。ステージ１の協力を通じて、実技研修を含む研修センターの資格

基準が省令に反映され、2012年7月に対象サイトがホーチミン市商工局（Department of Industry and 

Trade, Ho Chi Minh City：DOIT-HCMC）傘下のプラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センタ

ー（PRET）に決定した。 

 

表２－６ 省エネルギー研修センター設立支援プロジェクト（ステージ１）の投入 

No. 投 入 名 称 期 間 

1 長期専門家 省エネルギー政策・制度専門家 2011年9月～2012年9月 

2 短期専門家 エネルギーデータ管理・分析専門家 2011年10月～2012年1月 

3 本邦研修 省エネルギー実技研修 2011年8月 

4 本邦研修 エネルギーデータ管理研修 2011年11月～12月 

 

                                                        
28 省エネルギー政策・技術紹介のセミナーは、世界省エネルギー等ビジネス推進協議会（JASE-W）との共催により実施し、2012

年12月12日にハノイ、12月14日にホーチミンで実施した。 

 



 

－27－ 

第３章 調査結果 
 

３－１ プロジェクトの基本計画・概要 

本事業は、ベトナムにおいて、エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成のための研修カリ

キュラム、研修テキスト、実習機材を整備し、研修講師を育成することにより、エネルギー管理

士及びエネルギー診断士の育成に必要な能力を有する研修センターが設立され運用できるように

なることを図り、指定事業者の省エネルギー活動の推進に寄与するものである。 

 

３－２－１ プロジェクト概要 

（1）上位目標 

省エネルギー法下の指定事業者における省エネルギー活動が推進される。 

 

（2）プロジェクト目標 

エネルギー管理士、及びエネルギー診断士の育成に必要な能力を有する研修センターが

設立され運用できるようになる。 

 

＜成果＞ 

1）エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成のための、研修カリキュラム、テキスト、

実習機材が整備される。 

2）C/Pが、エネルギー管理士育成のための実技研修を実施できるようになる。 

3）C/Pが、エネルギー診断士育成のための実技研修を実施できるようになる。 

4）C/Pの企業に対する省エネルギー活動の普及啓発能力が、強化される。 

 

＜活動＞ 

1-1 ベースライン調査を実施する。 

1-2 研修センターに常勤の熱・電気分野講師、運営スタッフが配置される。 

1-3 カリキュラム、テキスト、試験制度に関するワーキンググループを設置する。 

1-4 DANIDA版、MOIT版カリキュラム・テキストのレビューを行う 。 

1-5 実習カリキュラム・プログラムを整備する。 

1-6 実習機材を整備する。 

1-7 スペアパーツリストを含む、機材運転・維持管理マニュアルを整備する。 

1-8 実習テキストを整備する。 

1-9 試験・資格制度を整備する。 

1-10 必要な法令への反映を行う。 

    

2-1 ホーチミンの研修センターに、エネルギー管理士研修の講師が配置される。 

2-2 実習機材の運転・維持管理の指導を行う。 

2-3 実習機材による研修実施の指導を行う。 

2-4 エネルギー管理士の試行研修を実施する。 
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3-1 ホーチミンの研修センターに、エネルギー診断士研修の講師が配置される。 

3-2 実習機材の運転・維持管理の指導を行う。 

3-3 実習機材による研修実施の指導を行う。 

3-4 エネルギー診断士の試行研修を実施する。 

3-5 工場・ビルにおける試行エネルギー診断を実施する。 

    

4-1 企業に対する省エネルギー技術・制度に関するワークショップを実施する。 

4-2 MOIT、DOIT、大学など省エネルギー関係機関間の省エネルギー推進のためのネットワ

ークを構築する。 

 

＜協力期間＞ 

2013年7月～2015年12月（30カ月）を想定。 

 

＜プロジェクトサイト/対象地域名＞ 

想定されている活動の内、エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成のためのカリキュ

ラム、テキスト、試験・資格制度の整備は、中央政府であるMOITの管轄のため、国家資格制

度構築支援はハノイで実施し、実習機材による実技研修を実施は地方行政であるDOITの管轄

のため、省エネルギー研修センター設立支援はホーチミンで実施する予定である。 

・ハノイ（国家資格制度構築支援） 

・ホーチミン（研修センター設立支援） 

 

＜実施体制＞ 

1）ベトナム側 

・商工省（MOIT） 

・ホーチミン市商工局（DOIT-HCMC） 

・プラスチック・ゴム技術・省エネルギー研修センター（PRET）（ホーチミン） 

ハノイ省エネルギー研修センターがタイミングよく設立された場合には、ハノイ側の講

師を、本邦研修及びホーチミン人材育成に参加させることを可能とする。 

 

2）日本側 

・長期専門家、コンサルタント業務実施契約、機材調達契約により本格協力を実施予定。 

 

＜投入＞（予定） 

a）長期専門家：1名 

・省エネルギー制度/業務調整 

b）短期専門家：8名 

・省エネルギー（法令支援） 

・省エネルギー（試験・資格） 

・省エネルギー（電気） 

・省エネルギー（熱） 
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・省エネルギー（機材計画） 

・省エネルギー実習（電気） 

・省エネルギー実習（熱） 

・省エネルギー実習（機材運転管理） 

    

・本邦研修（4回） 

エネルギー管理士実技研修（1回目、2回目） 

エネルギー診断士実技研修（1回目、2回目） 

 

３－２ 評価５項目による分析 

３－２－１ 妥当性 

本プロジェクトは以下の4点の理由から、妥当性が極めて高いと判断できる。 

    

（1）（先方政府の政策との整合性） 

本プロジェクトは、上位目標として「省エネルギー法下の指定企業における省エネルギ

ー活動が推進される。」ことにあり、国家省エネルギープログラム（VNEEP（2006～2015

年））、2010年に施行されたベトナムエネルギー法（Law on Energy Efficiency and Conservation）、

及び第7次国家電力開発計画（マスタープラン）：“7th National Power Development Plan：

PDP7th”などの上位政策とも整合性がとれている。 

 

（2）日本政府の援助政策との整合性 

本プロジェクトは、べトナム国の国別援助計画の４つの重点分野の内、省エネルギーを

通じて「経済成長促進・国際競争力強化」に資するものであり、省エネルギーに関する技

術支援を通じて、人材育成を含む支援を行うことができる。資源・エネルギー安定供給の

視点でも省エネルギーは、資源・エネルギー確保につながる。 

「環境保全」面でも省エネルギーはCO2排出削減を通じて、都市環境管理、自然環境保全

につながることとなる。 

 

（3）日本の省エネルギー経験の活用 

ベトナム国において法制度整備で強化・導入予定の措置の多くは、わが国が省エネ法な

どによって既に導入済みのものであること、過去にわが国が各国において実施してきた省

エネルギー分野支援経験の蓄積があることから、技術協力を実施する際に、わが国の経験

や技術を活用することができる。 

 

（4）他国ドナー支援との相互補完 

DANIDAは2006年から2011年までVNEEP（Phase1）を支援し、エネルギー管理士・診断士

研修の座学カリキュラム及びテキストを整備してきた。また、UNDP/UNIDOはISO50001の

普及を目的とした技術協力を展開している。他機関の支援が理論中心であるのに対し、本

プロジェクトにおける支援は機材を使った実務研修を含む本格的な研修であり、こうした

他ドナー支援との相互補完による相乗効果を出していくことで、本調査協力の妥当性が高
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くなる。 

 

３－２－２ 有効性 

プロジェクト目標は、「エネルギー管理士及びエネルギー診断士の育成に必要な能力を有する

研修センターが設立され運用できるようになる」である。 

    

現在ステイクホルダーであるMOIT、DOIT-HCMC、PRET間で、今後どのような責任分担でど

のような活動 を進めていくかという具体的な計画がなく、DOIT-HCMC及びPRETがMOITから

の指示を待っているという状況にある。その一方で、MOITにも主体的に計画を進めていく様子

がなく、研修センター設立を進めていくプロセスが不明確である。 

    

プロジェクト成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件は、以下の点が挙げられるが、

引き続き、状況を継続的に確認していく必要がある。 

1）プロジェクトに必要な予算や事務所、施設が割り当てられる。 

2）省エネルギー関係国内諸機関の協力が得られること。 

3）研修を受けたエネルギー管理士が、職場スタッフを巻き込んで省エネルギー活動を実践す

ること。 

4）研修を受けたエネルギー診断士がデータに基づき、省エネ効果を考慮したエネルギー診断

を実践すること。 

 

３－２－３ 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から条件付きで効率的な実施が見込まれる。 

1）本プロジェクトでは、包括的かつ体系的な支援体制を構築するため、日本人長期専門家（省

エネルギー制度/業務調整）と日本人短期専門家（技術）の組み合わせにより実施する。前者

はプロジェクト計画の作成支援を行い、MOIT及び各省エネルギー研修センターのニーズを確

認しながら、支援体制を構築する。後者は、技術的な分野について、チームの各専門家が横

断的に展開する。また、本邦研修も有機的に組み合わせることができる。これらの有効な投

入により、期待される効果を達成することができる。 

    

2）MOIT、JICA及びDANIDAの訓練教材の間での適切なコーディネーションが望まれる。 

    

3）現時点において直接支援先のPRETは、省エネルギーのトレーニングを担う人的資源が不足

している一方、周辺の大学、省エネルギーセンター、コンサルタント事務所には一定の人材

プールがあるため、一層の外部人材の登用や連携し組織体制を強化することが望まれる。 

 

３－２－４ インパクト 

上位目標「省エネルギー法下のエネルギー多消費事業所における省エネルギー活動が推進さ

れる。」について、次のようなインパクトが期待できる。 
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（1）制度面でのインパクト 

省エネルギー研修センターは、省エネルギーに関して、理論だけでなく、実習も含めた、

高い水準の訓練機会を提供する組織として、資格取得の必須の研修機関となる。 

 

（2）技術面でのインパクト 

ベトナム国で省エネルギーの理論、実習の本格的な訓練を行うのは、本プロジェクトが

最初の試みである。機材を通じた実習訓練が行われるようになり、訓練生への技術移転の

面で、より効果的でレベルの高いものとなる。 

 

以下の外部条件が満たされることが本プロジェクトのインパクトを高め、上位目標の達

成につながることになる。 

・べトナム国政府が産業のエネルギー管理活動を継続的に支援する。 

 

３－２－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、以下のような取り組みが担保される必要がある。 

（1）政策、制度/組織 

1）関係機関との連携確保 

ステイクホルダーであるMOIT、DOIT-HCMC、PRETの間の連携体制の強化、役割分担

の明確化が必要である 

2）省エネルギーデータベース整備による省エネルギー効果のフォロー 

省エネ効果をフォローするには、省エネルギーに関するデータベースの構築整備が必

要となる。 

エネルギー多消費事業所の年次報告書のエネルギー消費量データの精度向上により、

エネルギー多消費事業所の省エネ効果を的確に把握できる。MOITは、ベトナム全体のエ

ネルギーバランスデータベースの整備を行うための準備を進めているが、その進捗を見

る必要がある。 

3）省エネルギー削減目標値の設立 

上記に関連して現在、省エネルギー削減目標値が定められていないため、省エネルギ

ー効果を判断することが難しい。 

 

（2）財政 

1）エネルギー管理士、エネルギー診断士の市場の不確定 

現時点においてエネルギー管理士、及びエネルギー診断士の需要が正確につかめてい

ないことは、持続性確保の点から懸念事項である。 

MOIT及びDOITがエネルギー多消費事業所のエネルギー管理者任命の促進を図り、エネ

ルギー管理士資格者の必要数を把握する必要がある。 

毎年1月15日現在のエネルギー多消費事業所数により、年次別エネルギー管理士研修コ

ース実施スケジュールを作成することが重要である。 

2）予算、収入の確保 

ベトナム側におけるプロジェクト目標達成に必要な財源の継続的な確保が必要である。



 

－32－ 

研修員の募集強化、及び研修コースの多様化（エネルギー管理士研修の他に、産業業種

別研修コースなど）により、収益性を向上する。 

MOITは、省エネルギー研修センターの収支計画、及び事業所負担能力を考慮して、省

令 39/2011 TT/BCT Art. 8 Paragraph 1-b）-4に記載している研修料金を決める必要がある。 

 

（3）技術 

1）研修コースの持続性 

省エネルギー研修が持続するメカニズムが構築される必要がある。 

カリキュラム、教材、資格制度のアップデートは本プロジェクトの持続性を確保する

上で重要である。 

2）技術継承 

技術研修については、当初はHCMUTやエネチーム（Energy Conservation Research 

Development Center：ENERTEAM）等からの協力により講師派遣を頼むが、次の段階とし

ては省エネルギー研修センター内部の技術者が、選抜により育成され研修トレーナーと

なることが求められる。こうした省エネルギー研修センターの技術蓄積が必要である。 

 

３－３ 技術協力実施上の留意点 

３－３－１ 上位目標 

省エネルギー法の下で、エネルギー管理制度とエネルギー診断制度の対象となる指定事業者

の数は特定されているものの、今後、育成するべきエネルギー管理士やエネルギー診断士の数

や指定事業者のエネルギー消費削減目標等は定められておらず、詳細計画策定調査のプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）においても定量的な目標値が定

められていないため、本格協力におけるベースライン調査で特定されることが求められる。 

 

３－３－２ 法律への反映 

省エネルギー法の下では、省エネルギー実技研修が位置づけられていることから、本事業で

供与予定である実習機材は、一定の割合で使用される目途が立っている。しかしながら、本事

業で支援予定である試験・資格制度や省エネルギー実技研修のカリキュラム・テキストは、今

後、MOITの大臣指示によって定められる予定であることから、これらの必要な法律への反映に

係る支援が求められている。 

 

３－３－３ 組織体制 

（1）MOIT、DOIT、人員委員会の連携 

本事業では、想定されている活動の内、エネルギー管理士及びエネルギー診断士育成の

ためのカリキュラム、テキスト、試験・資格制度の整備は、中央政府であるMOITの管轄の

ため、国家資格制度構築支援はハノイで実施し、実習機材による実技研修の実施は地方行

政であるDOITの管轄のため、省エネルギー研修センター設立支援はホーチミンで実施する

予定である。MOIT、DOITの力関係は歴然としており、MOITの指示によりDOITは直ちに動

くが、DOITはMOITに対する影響力がほとんどないため、本事業では、より上流であるMOIT

関係者にグリップを利かせることが非常に重要である。また、指揮命令系統は、MOITから
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DOITへと行われるが、予算要求は通常、各地のDOITから各地の人民委員会に対して行われ

るため、プロジェクトの円滑な実施のためには、MOIT、DOIT、人民委員会の連携が求めら

れる。 

 

（2）MOITの組織体制 

ベトナムにおける省エネルギー推進活動は、C/P機関であるMOITエネルギー総局科学技

術省エネルギー局（Energy Efficiency Office：EEO）が推し進めてきた。本事業においては、

同局局長のMr. Phuong Hoang Kimが推進してきたが、詳細計画策定調査後の2013年2月をも

って異動することとなり、2013年3月現在、後任は未定となっている。当面、MOITの窓口

は、エネルギー総局副総局長であるMr. Cao Quoc Hungが代理決裁を行い、EEO副局長であ

るMr. Nguyen Van Longが技術的な内容をフォローする予定である。今後、MOITの組織体制

を注視するとともに、本事業の円滑な実施に向けて、良好な関係を構築することが求めら

れている。 

 

（3）DOIT-HCMC・PRETの組織体制 

PRETは、講師の確保に尽力しており、組織体制の整備を進めているものの、過去の実績

がほとんどなく、現在確保できている講師陣（常勤3名、非常勤2名）の能力は未知数であ

る。そのため、ホーチミン近郊のホーチミン工科大学（HCMUT）やホーチミン電力大学

（HEPC）との連携・協力が求められている。また、必要に応じて、10年以上の省エネルギ

ー推進活動の実績がある、ホーチミン省エネルギーセンター（Energy Conservation Center, Ho 

Chi Minh City：ECC-HCMC）との連携・協力も求められるが、同組織は科学技術省（MOST）

傘下であり、縦割行政であるベトナムにおいて、本事業のC/PであるMOIT及びDOIT-HCMC

と相容れない関係であることも見受けられるところ、連携・協力については慎重に検討さ

れるべきである。 

 

（4）ハノイ省エネルギーセンター（ECC-HN）との連携 

MOITとの協議の結果、 JICAの省エネルギー研修センター設立支援はホーチミン市

（DOIT-HCMC及びPRET）に対して行われることが、MOIT副大臣のレターにて定められて

いる。しかしながら、ハノイの省エネルギー研修センターの設立は、ベトナム側で粛々と

進められており、タイミングが合えば、本事業でハノイ側の講師も招聘し、本邦研修やホ

ーチミンでの人材育成に参加してもらえるよう詳細計画策定調査のミニッツで整理してい

る。このため、ハノイにおける省エネルギー研修センターの設立状況及び組織体制を注視

し、必要に応じて、連携・協力することが求められている。また、ハノイにおいても、ECC-HN

の研修能力が限定的であるため、ハノイ工科大学（HUST）や電力大学（Electric Power 

University：EPU）の協力は必要と思われる。 
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３－３－４ ベトナム側の予算措置について 

PRETは、実習機材の納入先となる見通しだが、壁の補強、空調、トレンチなど、施設の改修

は必須となる見通しである。これらの施設改修費は、ベトナム側で工面される予定であるが、

PRETがDOIT-HCMC経由で、MOITに対して予算要求するのか、ホーチミン人民委員会に予算要

求するのか、もしくはPRETの自己資金で賄うのか、見通しが立っていない。通常、ベトナムの

翌年度国家予算の予算要求は、毎年10月に締め切られるため、施設改修など、ベトナム側の予

算措置に必要となる情報について整理し、タイミングよく、先方に共有することが求められる。 

 

３－３－５ 理論カリキュラム・テキストのレビュー 

エネルギー管理士研修・エネルギー診断士研修の理論カリキュラム・テキストのレビューに

ついては、実技カリキュラム・テキストと整合性が取れるような範囲で見直し、必要な項目に

ついて追加することが強く求められる場合には、本事業で対応することを予定している。しか

しながら、既存カリキュラム・テキストを全面改訂することは想定していない。これらの事項

については、MOIT及びMOIT-WGと連携・協力しながら、作成支援することを想定している。 

 

３－３－６ 実習機材の納入先 

実習機材は、PRETのHiep Phuoc工業団地内の研究所に納入される予定である。また、機材の

所有権はDOIT-HCMCに属することを予定している。これらは、本事業のMOUで整理されている。

機材供与要請書（A4フォーム）のついては、DOIT-HCMCが起案し、MOITの承認を得ることで

手続きを進める予定である。本事業の機材輸送の際に、ベトナム側の免税措置を得るためには

A4フォームの取り付けが必須であり、本事業で取付状況を注視し、必要に応じてフォローする

ことが求められる。 

 

３－３－７ 円借款との連携 

本事業で支援予定であるエネルギー管理・診断制度の構築は、有償資金協力「気候変動対策

プログラムローン」のポリシーアクションとして位置づけられているため、有機的な連携が求

められている。また、同制度の導入に伴い、省エネ機器や設備に対する優遇税制、補助金制度、

低利融資などが求められており、有償「省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業」のツー・

ステップ・ローンやリボルビングファンドの案件発掘やエネルギー診断において、本プロジェ

クトとの連携が期待されている。 

 

３－３－８ 他ドナーとの連携 

（1）他ドナーとの連携 

DANIDAは2006年から2011年まで、エネルギー管理士・診断士に係る、理論研修（座学）

のカリキュラム及びテキストの整備を実施している。また、2012年以降は、産業部門の多

消費産業別にエネルギー診断のテキストを作成しているため、本事業において、情報収集

すると共に、必要に応じて、エネルギー診断士研修にて連携することが望まれる。 

また、UNDPとUNIDOはエネルギー効率等の改善を目的としたISO50001の導入に係る支

援を実施しているため、情報収集を行い、動向に注視することが求められている。 
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（2）国内関連事業との連携 

ベトナム国では、当機構の技術協力プロジェクト等に加え、経済産業省による委託事業

や、二国間オフセットクレジット制度（Bilateral Offset Credit Mechanism：BOCM）のF/S事

業など、省エネルギー推進に係る事業を実施している国内機関が多数存在するため、情報

交換を密に行い、必要に応じて、連携・協力することが望まれる。 

 

３－３－９ 日本の技術紹介 

本事業で支援する省エネルギー研修センターには、将来のエネルギー管理士やエネルギー診

断士の卵が一同に会する場となるため、必要に応じて、日本の省エネルギー設備・技術の紹介

を行うことで、日系企業への裨益を確保する狙いがある。本事業のステージ１では、日本の業

界団体である世界省エネルギー等ビジネス推進協議会（Japanese Business Alliance for Smart 

Energy Worldwide：JASE-W）省エネルギーソリューション部会と連携し、省エネルギー政策・

技術を紹介するセミナーを共催した実績がある。ステージ２においても、JASE-W等との業界団

体と連携し、優位性があると思われる、日本の省エネルギー設備・技術を紹介する場を提供し、

官民連携を促進することが期待されている。 

 

３－４ その他 

３－４－１ 団長所感 

本調査の目的は、2012年6月に省エネルギー実務研修サイトがホーチミン市のPRETに内定した

ことを受け、ステージ１（2011年8月～2012年9月）に引き続き、ステージ２として要請中の機

材供与を含めた省エネルギー研修センター設立支援の事前評価を行うとともに、本格協力に係

わる詳細計画策定調査を実施して、実技研修プログラムなど関係機関と協議、合意文書の協議・

署名を行うことである。 

そのため、調査団は、先ず、候補サイトとして挙げられたホーチミン市PRETを視察、引き続

き、ハノイに移動して関係機関と協議を重ねるとともに、本協力が連携を期待される「気候変

動対策プログラムローン」の現況について、派遣中のJICA専門家と意見交換を行った。 

    

（1）ステージ２のタイミング・意義について 

ベトナムは、急激な経済成長を遂げるなか、近年は、エネルギー/GDP弾性値（エネルギ

ー消費量の増加率とGDPの増加率の比）が継続的に1.0を上回る状況にあり、その値はアジ

ア諸国に比較しても高く、エネルギーの効率的利用及び温暖化への寄与には課題がある。

これは旺盛な経済活動による持続発展と比較的エネルギー資源が豊富なことから、エネル

ギーの効率的利用、省エネルギーに対するエンドユーザーの関心の低いことが挙げられる。

2015年にはエネルギーの純輸入国への転換も懸念される一方、ベトナム国政府は、2006年

国家省エネルギープログラム（2006～2015年）を策定、エネルギーを効率的に運用する社

会経済構造の形成への取り組みを強化しつつあり、2011年1月には省エネ法を施行し、関連

法令の整備や制度設計など順次進めつつある。こうしたなか、DANIDAの支援により省エネ

ルギー人材の育成にも努めるが、実務技術研修への支援は、日本自身の体験やこれまでの

経済産業省、JICAにおける省エネルギー支援の経験・実績からも、効果的な人材育成・資

格制度、制度運用には、不可欠なものであり、同国に対するWB、ADB、UNIDOなどの他機
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関による省エネルギー協力にはない独自性をもつものであるさらに、フェーズ２技術協力

は、円借事業として遂行中の省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業（省エネTSL）と

の連携による相乗的な効果も期待でき、その時宜と併せて、本協力の意義は極めて高いと

所感する。 

 

（2）C/P機関について 

エネルギー消費効率の向上は、国家的には省資源による財政負担の緩和と同時に、優れ

てエネルギーコスト節減によって、利益の増大の見返りを期待する個別企業や商業ビル現

場の課題でもある。本協力の直接のC/P機関は、ホーチミン市商工局（DOIT HCMC）、ハノ

イ市商工局（Department of Industry and Trade, Hanoi：DOIT-HN）というベトナムにおけるエ

ネルギー多消費地域に集積する製造業、商業ビルを管掌する行政組織であること、両機関

ともその上位政策は商工業省によることから、国家的な省エネルギー政策と省エネルギー

の現場をつなぐ中継組織として、政策の実効性を担保するには効果的な位置づけにある。

一方、市の商工局の予算措置は、首相府に属し、MOITとは同格の各地方自治体が決める仕

組みになっており、これら上部の組織間の調整が、研修センターの持続発展性に影響する

懸念なしとはしない。 

この意味では、既に組織の財務の運営に経験のあるPRETがセンターの運営に関与する意

味は大きい。本協力が円滑な実施については、JICA側からも適宜働きかけて、上位政策当

局と省エネルギー政策対話のような場を設けることも効果的である可能性がある。 

本調査時点では、C/Pとして技術移転対象者となる省エネルギー職員数は、近未来の増員

が言われるものの、数名程度に留まっている。C/Pの人選と日本研修の効果的な実施も含め

て、技術移転の実効性をよく勘案したプロジェクトとなるように検討することも課題とな

ろう。また、省エネルギー人材の供給力の増強の観点からは、ホーチミン省エネルギーセ

ンター（ECC-HCMC）との連携は適切であろう。ただし、ECCの上部組織は、やはり首相

府では同格にある科学技術省（MOST）であることから、省エネルギーの実効性については、

MOIT、地方人民委員会（PC）、MOST間の調整や協力を注視することも重要であろう。ま

た、日本研修では、本プロジェクトが省エネ政策と執行を中心とする技術移転であるとい

う観点からは、同国の省エネルギーマネージメントにインパクトを及ぼすような研修計画

を立案する観点が重要となろう。 

 

（3）研修サイトについて 

PRETは、実務研修サイトのインフラとしては、トルコ、イランなど類似プロジェクトサ

イトと比較しても、場所、スペースとも遜色はない。ただし、研修機材の据え付け、設備

の運転に必要な電気、水、燃料などユーティリティ設備の詳細設計・施工・試運転、廃棄

物の処理や安全配慮については、PRET側の責任であるものの、これら設備に関するローデ

ィングデータの提供はJICA側にあるので、円滑な実地研修環境の整備には、JICAと機器供

給業者との契約も含めて、PRET側の能力をよく見極める必要性はあるだろう。 
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（4）JICA側の支援リソースについて 

本協力は、2つの側面がある。研修教材と機材を活用した省エネルギー診断技術の向上と

いう実務研修支援の側面と、省エネルギー関連法令の遵守など、企業の組織におけるエネ

ルギーマネージメント手法の定着への支援の側面である。この2側面は、省エネルギーの実

効性を担保するために横断的に相互依存する関係にある。日本側の専門家の人選では、こ

れら側面への配慮とともに、C/Pの配置や各人の能力に見合った日本側専門家の派遣計画な

ど、できるだけ柔軟な体制を整備しておくことが重要であろう。 

 

（5）その他 

2011年1月の省エネ法を施行は、同国が挙げて省エネルギー社会の形成に向かうべき明確

な出発点といえる。一国における省エネルギーの進展には、省エネルギーに関するエネル

ギー消費者の省エネ意識を高め、社会的関心度を高めること、ベトナム国内における省エ

ネルギー関連機器の製造能力が高まることなども重要である。そのためには、エネルギー

料金の価格設定、省エネルギー機器導入に向けた財政支援など経済的な手法に加えて、省

エネルギーに関する広報活動の強化、省エネルギー意識・文化の醸成とキャンペーン予算

の確保など、省エネルギーに関する啓蒙側面を取り込む必要がある。本プロジェクトも、

プロジェクト活動のあらゆる局面で、セミナー、ワークショップの開催などプロジェクト

スコープのなかで、適宜実施することも本プロジェクト目標の確実な達成から、プロジェ

クトの自立発展性を担保する鍵となるであろう。 

さらに、本プロジェクトの効果を最終的に確認するには、プロジェクトの間接インパク

トとして評価される民間セクターにおける省エネルギー投資の増加がポイントとなる。そ

のため、プロジェクトの実施のなかでは、将来の投資プロジェクトとなり得るグッドプラ

クティスを提案するなど、具体的なモデルプロジェクトの検討までも視野に取り込む拡が

りのある協力の姿勢も重要である。このためには、同国の関係政府機関や金融セクター、

エネルギー消費セクターとの丁寧なプロジェクト対話と協力を通じて、現在、進行中の環

境ローンも含めた資金ソースとの連携と活用を模索する方向性も強く求められる。とくに、

京都メカニズムを触媒とする省エネルギープロジェクトの形成は、一石二鳥のインパクト

をもつものとして鼓舞されるべきである。 

 

３－４－２ PRETの準備事項 

省エネルギー実習に係る研修機材は、ベトナム国内港でベトナム側に引き渡され、省エネル

ギー研修センターまでの国内輸送作業及び据付工事は、原則的にベトナム側の費用負担で実施

される見通しであるが、詳細については本格協力のなかで整理される予定である。研修機材据

付工事の指導員は日本から派遣される予定である。供与予定の研修機材（案）を表３－１に示

す。また、PRET内に準備されている省エネルギー研修センターの施設・設備を表３－２に示す。

PRET研究所建屋の図面は、付属資料18.を参照のこと。 
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表３－１ 研修機材リスト（案） 

No. 研修機材 備 考 

1 燃焼炉 燃料：LPG 

2 オープンバーナー装置 燃料：LPG 

3 蒸気ボイラ  

4 スチームトラップ装置 燃料：LPG 容量1 t/h 

5 ポンプ装置  

6 ファン装置  

7 圧縮空気装置  

8 照明装置  

9 エネルギー診断用可搬式測定器  
出所：調査団作成 

 

表３－２ PRET内の省エネルギー研修センター施設・設備 

No. 施設名 備 考 

1 講義室及び準備室 PRETセンター2階に12m X 14mの部屋 

講師室：2室、準備室1室を設置予定 

2 講師室 PRET本部及びPRETセンター 

3 JICA専門家室 PRETセンター内に2室あり。 

4 実技研修ヤード PRETセンター内に24m X 37mの屋内ヤード 

床スラブ厚さ：250mm 

隣接ヤード仕切り壁高さ：3.9m、壁厚さ：200mm 

5 電源 380V、320A、50Hz、電圧変動率5％ 

6 用水 工業団地から飲料水規格で供給される 

7 燃料 LPGをボンベで購入 
出所：調査団作成 

 

省エネルギー研修センター実技研修ヤードに必要な建築、及び土木工事（案）は表３－３の

とおりであり、これらの工事は原則、ベトナム側の費用負担で実施される見込みである。 

 

表３－３ 実技研修ヤードの建築・土木工事（案） 

No. 建築・土木工事 備 考 

1 道路拡張・舗装 燃焼炉の煙突及び冷却塔設置のため 

2 燃焼炉煙突基礎工事  

3 燃焼炉冷却塔基礎工事 煙突高さ10m、重量3 t 

4 LPGボンベ置場基礎工事  

5 冷却水配管用ピット工事 700mmW X 600mmD X 12mL 

6 燃料配管用ピット工事 400mmW X 400mmD X 20mL 

7 燃焼炉用ファン室 3m X 5m、ファン騒音遮断のため 

8 予備品保管及び保守作業室 6m X 6m 
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9 照明実習装置室兼会議室 6m X 10m X 4mH、空調装置設置 

10 場内照明設置 壁または天井に照明ランプ設置 
出所：調査団作成 

 

PRETは上記の研修機材の据付工事、及び実技研修ヤードの建築・土木工事の2013年度予算を

人民委員会に申請するため、研修機材のレイアウト図及び費用積算資料をJICAに要求し、JICA

は2012年10月までにこれらの資料を提供した。PRETに提出されたレイアウト図及び費用積算資

料案は、付属資料19.を参照のこと29。 

 

                                                        
29 2013年2月現在、ベトナム側による2013年度の予算措置は、ホーチミン人民委員会の予算不足から、承認されておらず、必要

な予算が確保できていない。事業主体であるホーチミン商工局（DOIT-HCMC）は、2014年度予算を確保するため、商工省

（MOIT）に対して予算要求の準備を行っている。本格協力では、DOIT-HCMCの予算要求に必要となる情報を提供など、側

面支援が期待されている。 

 



付 属 資 料 

 

１．要請書 
 
２．署名したM/D 
 
３．署名したMOU 
 
４．省エネルギー法（No. 50/2010/QH12）  
 
５．実施細則（No. 21/2011/ND-CP） 
 
６．罰則令（No. 73/2011/ND-CP） 
 
７．指定事業者リスト（2011年）（No. 1294 /QĐ-TTg）  
 
８．省エネルギーラベリングと最低エネルギー効率基準（MEPS） 

の対象機器リスト及び実施ロードマップ（No. 51/2011/QĐ-TTg）  
 
９．エネルギー管理士・診断士の研修と資格制度にかかる省令（No. 39/2011/TT-BCT） 
 
10．国家予算の調達にかかる省エネ機器リスト（No. 68/2011/QD-TTg） 
 
11．交通部門の省エネにかかる省令（No. 64/2011/TT-BGTVT） 
 
12．省エネラベリングにかかる省令（No. 07/2012/TT-BCT）  

 
13．エネルギー管理報告及びエネルギー診断にかかる省令（No. 09/2012/TT-BCT）  
 
14．副首相令（No. 216/TB-VPCP） 
 
15．ホーチミン人民委員会によるサイトの決定（No. 4604 /QĐ-UBND）  
 
16．JICA協力の対象サイトにかかる再確認のレター（No. 1116.2012/JICA-IF）  
 
17．MOIT副大臣による対象サイトの決定（No. 03/BCT-TCNL） 
 
18．PRET研究所（建屋図面） 
 
19．レイアウト図及び費用積算資料案 
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